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■本資料について 

・本資料は、長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略（計画期間：令和７年度から令和

11 年度）における令和７年度中間評価のための資料として、総合戦略の各項目に関す

る令和７年９月３０日現在の取り組み状況まとめたものです。 

 

・「地方創生への効果」欄は、下記の①から⑤のいずれかが選択されています。 

①地方創生に非常に効果的であった 

例：全てのＫＰＩが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合 

②地方創生に相当程度効果があった 

例：一部のＫＰＩが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合 

③地方創生に効果があった 

例：ＫＰＩ達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組が前進・改善した

とみなせる場合 

④地方創生に対して効果がなかった 

例：ＫＰＩの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したと

は言い難いような場合 

⑤未実施 

例：事業が実施できていない場合 

 

・「今後の取り組み方針」欄は、下記の①から⑤のいずれかが選択されています。 

①事業の展開の将来性が高いので強化して実施 

②事業を現行（計画）どおり継続して実施 

③事業内容を見直して実施 

④とりやめ 

⑤予定どおり終了 
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-1　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

　活動の実施にあたっては、計画段階で町内の学外協力者を選定し、活動時には指導者として関わっていただ
いている。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　東京農業大学と締結した包括連携協定に基づく連携事業である「山村再生プロジェクト」における実習や都
内での活動等を通じて、特産品を活用した販路拡大や知名度向上に取り組んでいく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　今年度から毎月1回来町する方式から、学生が組織した農業・観光・トマト・マルシェ・映像広告の「班」単
位によりそれぞれ活動が行われている。学生が自分たちの意志で計画を立てて来町し、主体的・能動的に活動
する方式に変更して実習を実施している。また、これとは別に芹沢圃場を使った和紙に関する山村再生演習と
して年2回の演習型授業の取り組みを行っている。

Ｒ7年度事業費 1,500 千円 主な支出内容 山村再生プロジェクト補助金

　山村再生プロジェクトのインスタグラムを活用した情報発信
上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　山村再生プロジェクトのインスタグラムを活用した情報発信

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　活動の実施にあたっては、計画段階で町内の学外協力者を選定し、活動時には指導者として関わっていただ
いている。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 東京農業大学と連携して開発した特産品を活用した販路拡大、知名度向上等事業

東京農業大学と連携して開発した特産品
を活用した販路拡大、知名度向上等施策

実習8回実施 （年間）
実習16回
実施

総合戦略記載
内容

①東京農業大学との連携により地域活性化、開発した特産品の販路拡大、知名度向上に取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出
事業担当課・

係
産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-1
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-1　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇事業に携わる学生の確保について
　＊大学から人手が足りない等の報告は特にない。積極的に取り組んでいただいているという認識である。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　今後、大学の学科や学生の意向を踏まえながら、長和町にとって有益なものとなるのか計画や内容を検証し、来年度以降の事業
継続方向を検討する。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　今年度から実習方法を変更したことで、これまでは混合メンバーで行われていた取り組みが、班単位で学生が考えたことや取り
組みたいことを実践しやすい方式となったことから、町内外での活動や取り組みを通じて、プロジェクトの効果を高め、より成果
や目的の達成に繋がることが期待できる。
 今年度については、１）トマト班は長和町に５回来訪し「長和のトマト」製造等の活動を行った。「長和のトマト」は、150gビン
831個・単価700円・賞味期限12カ月で製造を行い、東京農大収穫祭のほか、下記のマルシェでの販売活動に取り組んでいく。２）
農業班は長和町に５回来訪しジャガイモ栽培等の農業を実践し、今後マルシェ等での販売活動に取り組む。３）観光班は長和町に
２回来訪し、うち１回は参加学生を募集した長和町バスツアーを行った。４）マルシェ班は長和町に２回来訪し、うち１回は「水
曜どうでしょうキャラバン」に出店して長和町特産品の販売を行った。また、東京でも大学キャンパスで行われれるマルシェに毎
月出店する他、経堂駅、六本木アークヒルズで行われるマルシェにも出店し、長和町特産品等の販売を行っている。５）映像広告
班は長和町に１回来訪し、ふるさとCMの撮影を行った。また、他班にも同行して活動をインスタグラムで発信した。６）山村再生
演習は長和町に１回来訪し、立岩和紙の学習と楮の植え替え、立岩和紙振興策の提案を行った。以上の活動は随時インスタグラム
で発信した。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-2　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　奨励品認定事業による新商品の認定や各種イベントや広報等を行うとともに、関係各署や長和町キャンペー
ン隊を含めた各種イベントや物品販売への参加等を通じて、幅広い活動を展開することで奨励品の知名度向
上・観光ＰＲ・特産品の販売促進に取り組む。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　これまで奨励品の認定制度を通じて、事業者において新規商品開発の推進や地場産品の普及に取り組んでお
り、令和６年度に８事業者１１品目を新たに認定し、令和６年３月３１日現在、認定者３７団体・１２１品が
長和町奨励品として認定されている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 奨励品認定事業

長和町奨励品数 120品目
（Ｒ11年時
点）

121品目

醸造本数（委託を含む） 800本 （年間） 2,300本

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

②この地域に伝統的に伝わる、あるいは気候風土に合致する可能性のある様々な地域資源に、地域の様々な団体とも連
携しながら、多方面からアプローチし、特産品としての掘り起こしを図るとともに、質の高い奨励品に関する認定制度
の運用・周知を図ります。あわせて、千曲川ワインバレー特区に関連する市町村と連携しながら、ワイン産業プロジェ
クト展開事業を実施し、ワインを活用した地域振興を目指します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出
事業担当課・

係
産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-2
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-2　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

　これまでの「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」により、圃場の確保、整備、育成までを実施。鹿柵
設置及び修繕を重ね鹿による獣害にはかなり効果があった。更にハクビシン対策として電気柵・ワナを設置し
た。令和６年度は８６５ｋｇを収穫し、７００本を委託醸造することができた。その他、苗の定植やワイン完
成報告会によるＰＲ等を行った。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

ワイン産業プロジェクト展開事業（事業実施体制及び内容の検討、委託醸造等）

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　千曲川ワインバレー特区連絡協議会の一員として、県及び千曲川ワインバレー特区構成市町村と連携を図
り、ワインの知名度向上やＰＲを図るため、効果的なイベント及び広報等に取り組む。
また、町で実施するワイン産業プロジェクト展開事業において、ワインぶどう生産者と定期的な話し合いを行
い、相談・支援体制の構築を図るとともに、長和町ワイン産業プロジェクト委員会が主体となって、安定した
収量の確保に資する取り組みや販売促進に向けたＰＲ活動に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①事業者から認定申請が出にくい状況があり申請件数が伸び悩んでいたことから、新規申請に向けた周知・掘り起こしに努めてき
たことを踏まえ、引き続き、認定制度の活用を図る。

②記録的な猛暑や獣害により生産者においては栽培面で非常に苦労があると認識しているが、ワインぶどう圃場への獣害対策や継
続的な定植・育成を着実に進めることで、収量に応じて醸造本数も増加に繋がる成果となっていることから、安定した収量確保に
向けた生産体制の確立を推進する。

千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費

Ｒ7年度事業費 1,310 千円 主な支出内容 ワイン特区連絡協議会との連携負担金、ワイン産業プロジェクト委員会補助金

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

Ｒ7年度事業費 462 千円 主な支出内容 奨励品審査委員会開催経費、奨励品認定シール作成

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-2　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇事業の効果について
　＊様々なイベント等で長和町のブースを出店し、販売を行っている。商品の売上げだけに注目するのではなく、商品の背
景や生産者の想い等をPRしている。
◇ワインについて、町内飲食店等との連携など、人を町に呼び込む取組みの計画はあるのか。
　＊今後の販売戦略については、生産者と相談しながら対応していく。
◇基本目標は雇用の創出を謳っているが、KPIは奨励品数やワインの醸造本数のみとなっており雇用の創出について記載が
ない。
　＊ワインプロジェクトについては何もない状況からスタートしている。今後生産の拡大に伴い、農作業や受託作業の部分
で労力が必要となってくる。
　＊KPIを見直すかどうかは事務局と相談のうえ対応したい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①既に認定した事業者や商品の現況を確認しながら、他自治体の事例収集等により奨励品認定へのメリット化やより有効な制度と
するための検討等により魅力の創出や活性化を図る。

②安定した収量の確保するためには、引き続き、定植圃場の拡大に向け苗を購入して収量確保や獣害に対応するために補植を行う
とともに、資機材の導入支援による作業の効率化や試験醸造が飛躍的に増加していることから、販売促進に向けて更なる生産振興
を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-3　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出
事業担当課・

係
産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-3

総合戦略記載
内容

③ 特産品の開発のほか、これらを効果的に活用した事業実施体制や販売戦略（ブランド化等）の構築を行い、地場産
業の振興と６次産業化を推進し、より多くの雇用の場を確保します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 ６次産業化推進事業

特産品開発事業補助金申請件数 2団体

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

累計0団
体

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　商品化を目指す事業者や農業者等が長和町特産品開発事業補助金事業の活用を通じて、地域産業の育成及び
振興を図るとともに、特産品開発及び販路拡大に向けた支援・促進に取り組む。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

 「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を通じて、長和雑穀研究会においては、平成２９年度から令和元
年度に地方創生推進交付金を活用し、「稼ぐ農業」事業を展開し、機能性雑穀の生産・商品化等に取り組ん
だ。令和２年度以降、６次産業化に向けての取り組みはなかった状況であったが、令和５年度は特産品開発事
業補助金を活用した新商品開発の申請が１件あったことから、町広報誌を活用して取り組みの周知を図った。

Ｒ7年度事業費 100 千円 主な支出内容 特産品開発事業補助金

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-3　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　実績に結びついていない段階であるが施策としては非常に有効と考えるため、事業化を目指している農業者の掘り起こしや相
談・支援体制の充実に努め、新たな特産品振興を促す。国おいて6次産業化の支援策が他省庁の施策に含めて移行・推進している状
況にあるが、新規参入を目指している農業者の中には１次産業としての農林漁業、２次産業としての製造業、３次産業としての小
売業等の事業を総合的かつ一体的に推進できるよう、意向を踏まえながら支援を図る。
　特産品開発事業は、事業者の特産品開発事業補助金制度を活用した新商品開発の取り組みもあることから、実用化に向けて働き
かけを図るとともに新たな活用に繋がるよう、引き続き、推進を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　地場産業の振興を図るため６次産業の推進に係わる交付金事業を実施してきたが、国の事業に対するあり方の見直しにより、交
付金事業自体がなくなってしまったことにより、具体的な事業計画等はない状況となっている。これまで農事組合法人信濃霧山
ダッタンそばが５年間の認定を受けて事業に取り組んでおり、鷹山ファミリー牧場も認定団体となっているが、具体的な事業の実
施には至っていない。
また、６次産業化の認定を目指す前段として、町単として特産品開発及び販売促進補助金制度を設けており、商品化を目指す事業
者に活用して頂くよう、取り組みを推進している。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-4　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-4

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（イ）環境にやさしい農業の推進
事業担当課・

係
産業建設課　農政係

総合戦略記載
内容

①みどりの食糧戦略システムに基づき、環境と調和のとれた食料システムの確立に向け、調達から生産、加工・流通、
消費に至るまでの環境負荷低減と持続的発展に向けたモデル的取組の横展開や有機農業の取組拡大、地域資源の循環利
用を図ります。

Ｒ10実績 Ｒ11実績指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績

環境負荷低減認定農業者数 3者
（Ｒ11年時
点）

０者

環境にやさしい農業の取り組み面積 42ｈａ
（Ｒ11年時
点）

29ha

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　当町では農地を次世代に引き継ぐための農地集積や地域計画の取り組み等、基本的な農業施策のスタンスに
変わりはないが、生物多様性や地球温暖化をはじめとする気候変動への環境負荷低減・食の安全・安心に繋が
る農作物の生産等、ひとつの農業のあり方として、環境にやさしい農業の推進を図るとともに、令和７年度中
の「オーガニックビレッジ宣言」に向けて、各種団体等とも連携し、協議会を新設して「有機農業実施計画」
の策定を通じて、農薬不使用や減農薬による環境にやさしい土づくり・農産物直売施設を活用した専用コーナ
の確保・人的交流や関係人口の創出を施策の柱として取り組む。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　町では農地を次世代に引き継ぐための農地集積や地域計画の取り組み等、基本的な農業施策のスタンスに変
わりはないが、生物多様性や地球温暖化をはじめとする気候変動への環境負荷低減の効果、食の安全・安心に
繋がる農作物の生産等、ひとつの農業の在り方として環境にやさしい農業の推進を図り、令和７年度中に「有
機農業実施計画」の策定に係る検討会の開催や試行的な取り組みにより、オーガニックビレッジ宣言ができる
ように努めるとともに、受け皿づくりとして、可能な限り支援や施策を推進している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 みどりの食料システム戦略関連事業
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-4　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

Ｒ7年度事業費 1,223 千円 主な支出内容 みどりの食料システム戦略緊急対策交付金

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　６月に長和町環境にやさしい農業推進協議会を設立し、検討会や生産者との連携会議、試行的な取り組みとして講習会・事例視
察・土壌診断等の各種取り組みを推進しており、実際に参加をいただいた地域の生産者からは高評価の声をいただいている。
　今後、「有機農業実施計画」の取り組みの一例として有機農業の生産農場の団地化、慣行農業から有機農業への転換、スマート
農業機械等の導入、学校給食等への活用・将来的には長門牧場と連携した堆肥の活用等を見据えた耕畜連携等、様々な取り組みが
挙げられるが、当町においては、これまでの話し合い等を通じて、農薬不使用や減農薬による環境にやさしい土づくり・農産物直
売施設を活用した専用コーナの確保・人的交流や関係人口の創出を施策の柱として取り組むとともに,国の「みどりの食料システム
法」に基づくみどり認定、長野県の信州の環境にやさしい農産物認証といった制度として確立されている取り組みを有効に活用し
ながら定着を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇環境負荷低減認定農業者は、どういった方がなれるのか。
　＊国の制度である有機JASや緑認定、長野県の取組みである環境にやさしい認証を受けた方。
◇オーガニックビレッジ宣言を行うとどうなるのか。
　＊無農薬・減農薬などの生産振興をすることで、各種補助を受けやすくなるというメリットがある。
◇長和町だけで取り組むのではなく、関係人口の創出につなげてほしい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　具体的な効果や実績に結びついていない段階ではあるが、施策としては非常に有効と考えており、みどりの食料システム戦略緊
急対策交付金（有機農業拠点創出・拡大加速化事業）の事業実施計画等に基づき、引き続き、推進を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-5　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　令和5年12月に策定した「地域未来投資促進法」に基づいた地域計画において「古町呑入地区」を重点促進地
域と指定したことにより、現在２件（町内1社、町外1社）の企業が、当該地域において工場を建設したい旨の
相談をいただいている。このようなことからも長和町土地開発公社等と連携し、積極的に対応したい。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和7年度においても2件（町内1社、町外1社）の企業が、当該地域において工場を建設したい旨の相談をい
ただいており、そのうちの1社（町外1社）については具体的な場所について検討をはじめようとしている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　現在、町外1社と協議を進める中で、「古町呑入地区」に興味を持つ事業者2件（県内1社、県外1社）から当
地区についての問い合わせを受けている。その中の1社については、埼玉県に本社を持ち、災害時等の避難場所
（工場・倉庫を含む）として活用できないかを検討中であること。このような案件が実現できれば関係人口の
創出につながる取り組みとなる。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　現在、町外1社と協議を進める中で、「古町呑入地区」に興味を持つ事業者2件（県内1社、県外1社）から当
地区についての問い合わせを受けている。その中の1社については、埼玉県に本社を持ち、災害時等の避難場所
（工場・倉庫を含む）として活用できないかを検討中であること。このような案件が実現できれば関係人口の
創出につながる取り組みとなる。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 企業誘致のための情報収集、個別案件への対応

企業誘致件数 1件
（Ｒ11年時
点）

0件

テレワークの推進（施設数） 1件
（Ｒ11年時
点）

0件

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 若い世代や子育て世代をはじめ、長和町への移住者、町内在住者の雇用を確保するため、空き家の活用も視野に入
れながら、企業の誘致や雇用の拡大、良質な仕事及び働く場所の確保に取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ウ）雇用創出のための企業誘致、働く場所の確保
事業担当課・

係
産業建設課　商工観光係
総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-5
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-5　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

千円 主な支出内容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　居住地に捉われない柔軟な働き方を可能にするため、デジタル技術を活用したテレワークを推進し、テレ
ワーク施設の整備を検討した。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　空き家等を改修し、テレワーク施設の環境整備をすることで、多様な働き方に支援できるように対応する。

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

　テレワーク施設で多様な働き方を可能にするとともに、関係人口の創出・拡大を図り、テレワークを活かし
た柔軟な働き方で生活ができるよう支援する。

テレワークの推進

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

町内の滞在場所以外にどのようなテレワーク施設を求めているのか、また公共で整備した場合、大容量の通信ネットワーク設備や
情報漏洩のリスクを考慮したセキュリティ対策など、多額の導入費用や維持費を利用料で賄えるのかなど、入念に精査し、整備を
検討する。

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　テレワーク施設で多様な働き方を可能にするとともに、関係人口の創出・拡大を図り、テレワークを活かし
た柔軟な働き方で生活ができるよう支援する。

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　移住者や若い世代や子育て世代などに、テレワークの推進などに取り組みつつ、雇用の確保と働く場所の確
保に努める。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　空き家等を改修し、テレワーク施設の環境整備をすることで、多様な働き方に支援できるように対応する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

事業名
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-5　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①令和7年度においても2件（町内1社、町外1社）の企業が、当該地域において工場を建設したい旨の相談をいただいており、その
うちの1社（町外1社）については具体的な工場建設場所について検討をはじめようとしている。またこの企業をはじめとし、当該
地区に興味を示す企業が増えていることもあるため、町ホームページなどで広報する必要があると考える。

②大容量の通信ネットワーク設備や情報漏洩のリスクを考慮したセキュリティ対策など、多額の導入費用や維持費を利用料で賄え
るのかなど、入念に精査し、整備を検討していく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-6　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　町内事業者が45歳未満の町民を正規雇用した場合に採用した事業者へ雇用1名につき10万円を交付する事業で
あるため、長和町商工会と情報を共有しながら、事業の拡充を目指したい。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　長和町商工会と本制度の活用に関する打ち合わせ会を実施した。

　長和町商工会のホームページを活用し、商工会員（町内事業者）及び町民、もしくは長和町へ移住を検討し
ている方へ制度内容をわかりやすくPRする必要がある。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　本制度を活用したい事業者と協力し、「移住定住」も視野に入れたPR活動を実施したい。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 新規雇用促進助成金事業

新規雇用促進助成金を活用して確保した
人材数

1人
（年間：維
持）

0

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 企業においても優秀な人材を確保することが重要な課題となっている中、雇用拡大や人材確保、人材の定着に積極
的に取り組む企業等への支援を拡充しながら、町内に点在する空き家や空き別荘を有効活用しフリーランスの方の人材
誘致及び定着に繋がる取り組みを実施します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（エ）雇用創出・人材定着に関する企業への支援
事業担当課・

係
産業建設課　商工観光係
総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-6
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-6　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、愛知県、大阪府から長野県へ移住し、就業した世帯等へ助
成する。
　　・令和７年度　世帯１件の申請あり。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　地域での暮らしぶりや長和町の魅力を伝える。広報やホームページなどで積極的な情報発信を行う。

　移住により長和町で暮らす方を前面に出すことにより、長和町の魅力が伝わり、ウェブサイトなどを訪れた
人が「長和町へと関わってみたい」と思えるきっかけづくりや長和町のファンを増やす。

事業名 人材確保や人材定着に関する支援策の検討（「わくわく地方生活実現パッケージ」の活用等）

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①長和町商工会及び総合政策課移住定住係と連携し、町内に留まらず、町外へ本制度を周知する方法を検討したい。また「年齢制
限（45歳以下）」や「基準日（本補助金の申請日が交付対象事業所が対象事業者を雇用した日）」の規制緩和等も含めた検討も進
めたい。
②当事業は当町への移住定住につながる施策として、産業建設課　商工観光係と総合政策課　移住定住係とともに、制度等のPRを
継続したい。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　移住対策としても、地元企業への就業の一助となる事業である。またUIJターン就業・創業移住支援事業補助を個人事業主として
受給したいケースも増えている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

Ｒ7年度事業費 1,000 千円 主な支出内容 ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業補助（世帯1件：1,000千円）

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　移住により長和町で暮らす方を前面に出すことにより、長和町の魅力が伝わり、ウェブサイトなどを訪れた
人が「長和町へと関わってみたい」と思えるきっかけづくりや長和町のファンを増やす。

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業を県と協調して、国の地域再生計画の認定を受けて実施している。
　移住者の呼び込み、地域への定着、地域の活性化を目的に移住の促進を図る。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　地域での暮らしぶりや長和町の魅力を伝える。広報やホームページなどで積極的な情報発信を行う。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-6　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-7　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　上田農業農村支援センター等と連携しながら、担い手に向けて里親制度を周知・啓発し、里親となってもら
えるよう受け入れ態勢の整備に取り組む。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

担い手が出席する会議等で関係資料等の配布を行っている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 新規就農里親制度の活用

認定新規就農者数 3名
（Ｒ11年時
点）

5名

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 担い手の高齢化が進展する中、次世代の農業を担う人材確保のため、新規就農里親制度の活用、希望者とのマッチ
ング等新規就農者への支援を行い、新規就農者を確保します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（オ）新規就農者の確保
事業担当課・

係
産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-7
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-7　デジ田効果検証資料

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　信州うえだファームと連携し、農業での自立・持続可能な農業経営に向けた農業研修や農業振興に様々な波
及効果が発揮できる活動の推進するため、受け入れ中の地域おこし協力隊の支援等の協議を行った。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

事業名 信州うえだファームの活用

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

Ｒ7年度事業費 7,200 千円 主な支出内容 農業次世代人材投資事業4,200千円・新規就農者育成対策補助金3,000千円

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　信州うえだファームでの研修を主に必要な生産・栽培技術や経営ノウハウなどを習得していただくととも
に、任期終了後は農業での自立し、地域の担い手として活躍できるように支援を図るとともに、地域おこし協
力隊を活用した人材確保等に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業③　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 相談会等による希望者とのマッチング

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　上田市・青木村とともに実施しているＮＰＡプロジェクト（定住自立権構想）を通じた首都圏での合同就農
相談会・各種相談会への参画により、当町の情報発信をしながら、マッチングに取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　７月に東京都（中央区）で開催されている合同就農相談会（県・市町村・ＪＡ）に参画した。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-7　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇里親制度の実績について
　＊令和６年度に相談が１件あった。上田の農業支援センターと連携し情報提供をしたが、条件等折り合いがつかない部分
があり、実績にはつながらなかった。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊「新規就農里親制度の活用」事業については、今後も引き続き担い手に制度の周知を図り、新規就農希望者の受入れ体制整備に
努める。
＊「信州うえだファームの活用」事業（ＮＰＡプロジェクト）については、事務局である上田市より国の支援策が先細りで将来的
に十分な体制が確保できないとの話もあり、地域おこし協力隊を活用した人材確保に移行している状況を踏まえ、引き続き、検討
を要する。
＊「相談会等による希望者とのマッチング」事業については、相談会等を活用しながら、当町の情報を発信していくよう努める。
＊地域おこし協力隊は信州うえだファームでの研修を主に必要な生産・栽培技術や経営ノウハウなどを習得していただくととも
に、任期終了後は農業での自立し、地域の担い手として活躍できるように支援を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊受け入れ中の地域おこし協力隊の定着化に向かた支援を図る。

＊東京での合同就農相談会（県・市町村・ＪＡ）に参画するとともに、随時で個別での新規就農に対する対面相談の対応をしてお
り、相談に対し支援することで継続して新規就農者を呼び込めるよう、施策展開を図っていきたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-8　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 100 千円 主な支出内容 商工業発展促進事業補助（販路拡大事業100千円）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長和町商工会ホームページ等へ、本事業（販路拡大補助等）を活用し、プレゼンテーション等行うイベント
情報を掲載する等、デジタルを活用したサポート体制を充実させたい。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　新型コロナウィルスが収束し、町内事業者においても活発な営業活動が見えるようになったため、長和町商
工会と連携し、本事業の普及啓発に取り組むとともに、事後評価も反映させた形での、事業費の見直しも検討
していく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　新型コロナウィルス感染症が収束し、令和6年度においては「3件」の町内企業が本事業を活用し関東方面を
中心に出店していることから、今後も引き続き本事業を継続したい。

　長和町商工会ホームページ等へ、本事業（販路拡大補助等）を活用し、プレゼンテーション等行うイベント
情報を掲載する等、デジタルを活用したサポート体制を充実させたい。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 商工業発展促進事業（販路拡大補助等）

「商工業発展促進事業」制度利用件数 3件
（Ｒ11年時
点）

1件

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 町内の商工業者の更なる発展のため、商工会の支援のほか、「商工業発展促進事業」の見直しや周知を図り活用を
促進します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（カ）商工業の発展促進
事業担当課・

係
産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-8
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-8　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　新型コロナウィルス感染症が収束し、令和6年度においては「3件」の町内企業が本事業を活用し関東方面を中心に出店している
ことから、今後も引き続き本事業を継続したい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　本事業を活用した事業者とともに「事後評価」を進め、更に利用率及び事業効果があるようであれば事業費の見直し（※増額等
も含め）検討したい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-9　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（キ）企業情報発信の強化
事業担当課・

係
産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-9

総合戦略記載
内容

① 町内各企業の雇用についてのニーズを把握するとともに、人材を求める企業と就職を希望する方（新卒者、若者、
子育て世代、町内在住者、移住希望者など）が結びつけられるよう、町内企業の情報発信等を、商工会、経営者懇話
会、東信州次世代産業振興協議会、上田職業安定協会とも連携しながら進めます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 企業情報発信事業

企業情報サイトの活用による企業の人材
確保数

3名

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

0名

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　長和町商工会のホームページ内容が充実し、町内へ就職希望する方々のニーズに即した内容となっている
が、実際に町内企業へ就職した契機が「ホームページの閲覧」という「確認」が取りづらいため、商工会、町
内事業者とも情報共有しながら、本事業を進めていく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　前回の総合戦略時において、商工会と連携し町内企業へ就職された方の調査を実施したが、あまり効果が見
られなかったため、今後も引き続き調査を継続するとともに、普及啓発活動を進めたい。

　更に長和町商工会のホームページを充実させ、就職希望者に寄り添う内容としたい。
上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　更に長和町商工会のホームページを充実させ、就職希望者に寄り添う内容としたい。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-9　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　長和町商工会と連携し、町内企業に就職された方が「商工会ホームページを閲覧したことで、長和町内の企業に就職したくなっ
た」と言われるよう町内企業の「就職窓口」として改善を図りたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　長和町商工会のホームページ内容が充実し、町内へ就職希望する方々のニーズに即した内容となっているが、実際に町内企業へ
就職した契機が「ホームページの閲覧」という「確認」が取りづらいため、商工会、町内事業者とも情報共有しながら、本事業を
進めていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-10　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　コロナが収束したことも一つの要因とし、現在、町内において起業創業支援事業に関する問い合わせが多
く、起業ムードの高まりが見え始めている。今後も商工会と連携し、起業創業希望者をサポートしていく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　新型コロナウィルスが収束し、前計画においては累計10件の方々が本事業を活用して起業・創業しているこ
とから、本総合戦略においても、長和町商工会と連携し広報及びサポートする必要がある。

　本事業を活用し町内で起業した事業者を、長和町商工会のホームページや町の広報などで紹介し、更なる起
業・創業を目指す方をサポートしたい。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　本事業を活用し町内で起業した事業者を、長和町商工会のホームページや町の広報などで紹介し、更なる起
業・創業を目指す方をサポートしたい。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 起業・創業支援事業

長和町創業支援事業補助金を活用した
企業数

5件
（Ｒ11年時
点）

0

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

創業支援事業計画に基づき、商工会と連携しながら、伴走型の支援により、きめ細かい創業支援を行い、起業しようと
する人への支援を積極的に行います。また、事業承継に関し、支援策の検討を行います。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ク）起業支援体制の充実・事業者の育成
事業担当課・

係
産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-10
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-10　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　事業承継事業について、令和6年度より長野県、また商工会連合会の協力をいただきながら、町内にてアン
ケート調査を実施し、事業者の悩みや事業承継の問題点について把握することができた。今後も引き続き、家
族間で事業継承できない事業者を中心に、町外からその事業を希望する者とのマッチング等も含めた事業を検
討したい。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　事業承継事業について、まだ事業内容等を把握していない事業者もいるため、長和町商工会のホームページ
や町の広報媒体を活用し広報していきたい。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

事業名 事業承継支援施策の検討

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　家族間で事業継承できない事業者を中心に、町外からその事業を希望する者とのマッチング等も含めた情報収集を実施し、総合
政策課移住定住係とも連携し、町外からの移住定住につながる事業として共有していきたい。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　事業承継事業について、令和６年度より長野県、また商工会連合会の協力をいただきながら、町内にてアンケート調査を実施
し、事業者の悩みや事業承継の問題点について把握することができた。今後も引き続き、家族間で事業継承できない事業者を中心
に、町外からその事業を希望する者とのマッチング等も含めた事業を検討したい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　長和町商工会と家族間で事業継承できない事業者を中心に、町外からその事業を希望する者とのマッチング
等も含めた打ち合わせを行い情報収集を開始している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-10　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇地域おこし協力隊を退任した方々が積極的に起業しているが、この方々は対象となっているのか。
　＊商工会の起業支援に関する講習会（５回）を受講した方であれば、創業支援の対象となる。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-11　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標１　（ケ）森林環境譲与税を活用した森林整備の促進によ
る林業者への支援

事業担当課・
係

産業建設課　建設林務係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 1-11

総合戦略記載
内容

① 森林環境譲与税を活用し、森林整備を進め、町内の林業事業者の支援、育成を行います。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 森林環境譲与税を活用した森林整備体制の検討、整備の実施

森林環境譲与税を活用した森林整備体
制の検討、整備の実施数

整備の実施
（Ｒ11年時
点）

整備の実
施中
未集計

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　森林環境譲与税の使途が、森林整備及びその促進に関することであるため、森林整備に関連する林道の復
旧、整備を進め、公道沿いの森林部分整備（倒木による被害が想定される範囲）などを検討する。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　森林整備実施の為に必要な林道郷沢線改修に係る測量設計及び工事を発注。林道整備完了後に森林整備実施
予定。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 5,300 千円 主な支出内容 林道郷沢線（測量設計業務委託、監督補助業務委託、工事）

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-11　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　調査の済んでいる和田西山地区の現地調査を実施し、設計を目的にドローンによる森林資源調査を発注及び
実施。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

Ｒ7年度事業費 1,500 千円 主な支出内容 森林資源量調査業務委託

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　森林整備をするための林道整備・森林資源調査を実施しているところなのでその成果を活かし計画通り森林整備を進めていく

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①「森林環境譲与税を活用した森林整備体制の検討、整備の実施」は、森林整備をするための林道整備を進めた。これにより、次
年度以降の森林整備につなげる計画としている。また、ライフライン沿いの森林整備については、森林環境譲与税ではなく県の森
林税を活用して実施した。

②「広域連携上小モデル事業」は、整備をする箇所、整備方法を決定するための取り組みを実施及び発注。特に、ドローンによる
森林資源調査によって、次年度以降の整備計画策定に役立てた。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　森林経営管理制度広域連携モデル実証事業による意向調査、森林整備、運用体制整備を実施する。令和７年
度は意向調査の済んでいる和田西山地区の現地調査、整備箇所設定および整備実施を予定。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

事業名 広域連携上小モデル事業

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）
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01　【協議会後】R7中間　整理番号1-11　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-1　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の
増大

事業担当課・
係

産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-1

総合戦略記載
内容

　長和町にある様々な観光資源となりうる地域資源（自然環境、中山道長久保宿・和田宿や日本遺産に認定された星糞
峠黒曜石原産地遺跡、おたや祭等の地域に伝わる伝統文化、スキー場、町内各施設等）を活かした観光振興のため、
DMO（観光地域全体のマーケティングと戦略立案を担う法人）及びDMC（実際にその地域における観光客向けの商品や
サービスを提供する旅行会社）についても研究しながら、町全体での観光プロモーションに取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

　当町におけるDMO（観光地域全体のマーケティングと戦略立案を担う法人）及びDMC（実際にその地域における観光客向けの商品
やサービスを提供する旅行会社）のあり方について研究検討する。令和7年度は研究検討期間とし、令和8年度は協議会を設立、令
和9年度はDMO、DMCへの移行期間、令和10年より長和町の観光プロモーションに関する旅行商品を作成・販売することを目標とす
る。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 町全体での観光プロモーション活動の検討、観光地域づくり法人（DMO）の設立についての検討

町全体での観光プロモーション活動の検
討、施策の実施

1件

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

DMO、
DMCにつ
いて検討

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　当町におけるDMO（観光地域全体のマーケティングと戦略立案を担う法人）及びDMC（実際にその地域におけ
る観光客向けの商品やサービスを提供する旅行会社）のあり方について研究検討する。令和7年度は研究検討期
間とし、令和8年度は協議会を設立、令和9年度はDMO、DMCへの移行期間、令和10年以降、長和町の観光プロ
モーションに関する旅行商品を作成・販売することを目標とする。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　観光づくり法人（DMO）の設立については、観光協会を中心に研究・検討を重ねているが、ニーズや受け入れ
態勢等の課題が多岐に渡るため、引き続きDMO（観光地域全体のマーケティングと戦略立案を担う法人）及び
DMC（実際にその地域における観光客向けの商品やサービスを提供する旅行会社）へ移行するための研究・検討
を進める必要がある。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

- 29 -



01　【協議会後】R7中間　整理番号2-1　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　令和6年度より（社）長野県観光機構の協力をいただきながら、当町にあった組織編成等の研究・検討を進めたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　観光づくり法人（DMO）の設立については、観光協会を中心に研究・検討を重ねているが、ニーズや受け入れ態勢等の課題が多岐
に渡るため、引き続きDMO（観光地域全体のマーケティングと戦略立案を担う法人）及びDMC（実際にその地域における観光客向け
の商品やサービスを提供する旅行会社）へ移行するための研究・検討を進め令和7年度は研究検討期間とし、令和8年度は協議会を
設立、令和9年度はDMO、DMCへの移行期間、令和10年以降、長和町の観光プロモーションに関する旅行商品を作成・販売することを
目標とし、新たな観光戦略を提案していきたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-2　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　取りまとめたデータにより、観光客のニーズに即したイベント等を開催することで、この地域の関係人口の
創出を実現したい。

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　令和６年度より、ビーナスライン連携協議会が中心となり、ビーナスラインに特化したホームページの強
化、ＳＮＳによる情報発信、デジタルスタンプラリーの実施等を含め、ビーナスラインを観光する旅行者の
データをまとめている。今年度についても、引き続き情報収集するとともに、観光客のニーズに即したイベン
ト等を実施する予定である。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

＊令和２年度は、ホームページによる情報発信、レンタカー利用者に周遊促進事業モニタリング調査、観光目
線での施設改善要望（県建設部）、新規事業として、自転車に着目し誘客を図るため、サイクルスタンドを各
所へ設置した。（町内8箇所）　（この新規事業1件をKPIにおける実績とした。）
＊令和３年度は、令和２年度と同様にホームページによる情報発信、観光目線での施設改善要望を実施した。
新規事業で、警備会社アルソックと信州大学人文学部との協働事業にて計画をしていた人流に関するモニタリ
ング調査及び情報発信について、新型コロナウイルス感染症の影響により、次年度以降へ延期したため、継続
事業のみの実施となった。
＊令和４年度は、ホームページによる情報発信、ＳＮＳによる情報発信、観光目線での施設改善要望を実施し
た。新規事業で、電子スタンプラリーを実施した。
＊令和５年度は、既存事業（ホームページによる情報発信、ＳＮＳによる情報発信、電子スタンプラリ※実施
中）のほか、バイク利用者に対するイベントを新規で実施した。
＊令和６年度より、デジタルスタンプラリーの実施等を含め、ビーナスラインを観光する旅行者のデータをま
とめている。

　協議会に参画する市町村の観光地を中心にデジタルスタンプラリーを実施したことにより、当町及び近隣市
町村における「人流データ（ビーナスラインで観光した後の動き）」を集積できるため、引き続き、取り組み
を続けたい。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　ビーナスライン連携協議会が中心となり、ビーナスラインに特化したホームページの強化、ＳＮＳによる情
報発信、デジタルスタンプラリーの実施等を含め、ビーナスラインを観光する旅行者のデータをまとめてい
る。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 ビーナスライン広域連携事業

他自治体と連携して取り組む新規事業数 2件
（Ｒ11年時
点）

1件

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

　ビーナスラインやご当地そば等、共通の観光資源を持つ他自治体との連携により、広域的な人の流れを生み出しま
す。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の
増大

事業担当課・
係

産業建設課　商工観光係
産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-2
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-2　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 330 千円 主な支出内容 事業負担金として協議会へ支出している。

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　信州・小県郡のＰＲ事業として、青木村と連携し、両町村のご当地そばイベントや催事への相互出展による
特産物の販売を通じて、観光ＰＲ・移住相談等に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

事業名 青木村と連携したご当地蕎麦イベント事業

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①県内及び長野県を訪れる自動車及びバイクユーザーを対象に「信州ビーナスラインドライブスタンプラリー」を実施しておりま
す。協議会参画市町村の観光スポット30箇所にスタンプスポットを設置した。昨年度は1,808人が参加し、参画市町村に関するアン
ケートにも回答いただきながらデータ集積を行っている。

②青木村と連携したご当地蕎麦イベント事業について、相互の事情を考慮しつつ、可能な取り組みを検討し、ラジオによるＰＲや
両町村イベントの相互出展を行った。長和町では、信濃霧山ダッタンそばのみならず、マルシェ黒耀や合併２０周年記念事業のＰ
Ｒも図った。

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和７年度は、相互の事情を考慮しつつ、可能な取り組みを検討し、あり方について青木村と協議を行っ
た。その結果、本年度はこれまでのようなイベントは実施なしとし、ＰＲや両町村イベントの交流出展を通じ
て、魅力創出を推進する計画としている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

Ｒ7年度事業費 1,250 千円 主な支出内容 信州小県ご当地蕎麦イベント負担金（青木村へ）1,250千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-2　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①昨年度のアンケート結果にて、ビーナスラインを利用した後の「お立ち寄りスポット」として、1位「道の駅ビーナスライン蓼科
湖」、2位「マルメロ道の駅ながと（マルシェ黒耀）」、3位「道の駅和田宿ステーション」という結果であったため、好機と捉え
様々な観光PR及びふるさと納税増につながる取り組みを継続して実施したい。

②青木村と連携したご当地蕎麦イベント事業については、時期的な都合もあって調整が難航している状況に加え、青木村ではタチ
アカネの不作により収量確保に苦慮していることやダッタンそばは事業継承が急務の課題となっている状況にあるが、ご当地蕎麦
を通じた地域・産業の振興、小県同士の連携として意義のある取り組みになるよう、両町村それぞれで開催するイベント（新そば
祭り・産業祭等）への出展等による協働のＰＲ活動も含めて、引き続き、有効かつ新たな連携方法を模索したい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-3　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の
増大

事業担当課・
係

産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-3

総合戦略記載
内容

③ 訪日外国人旅行者の受入れ体制・環境整備について、観光協会と連携し研究を進め、訪日外国人客に対応可能な人
材の育成とプロモーションの強化に取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町コンシェルジュ（ガイド）育成事業

長和町コンシェルジュ認定人数 18名
（Ｒ11年時
点）

25名
（＋9名）

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　コロナ渦を抜け、訪日外国人旅行者を長和町に呼び込むことが見通せるようになり、今後も積極的に人材育
成を行っていく。また、国内旅行者（日本人）にもガイドができることから、ニーズに沿った事業展開を図る
とともにエージェント（旅行会社）に対し、商品造成の一つとしてもらうよう営業する必要がある。更に令和
７年７月よりコンシェルジュ選任の地域おこし協力隊を迎えることにより「町認定のプロガイド」の育成、訪
日外国人の受け入れ態勢の拡充を目指したい。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　訪日外国人旅行客の受け入れ体制の充実を目指す事業として人材育成を行っている。月2回の定期講習では、
単に英語を話せるだけでなく、長和町の観光資源である「中山道」「黒耀石」を中心に歴史を学ぶことで、長
和町を訪れた旅行客の皆様へ楽しませながら、長和町の歴史を学ぶ機会を与えられるガイドを目指している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町を訪れた旅行客の皆様へ楽しませながら、ガイドを行うことで「リピーター」を増やし、関係人口の
増につながる取り組みを実施したい。

Ｒ7年度事業費 468 千円 主な支出内容 コンシェルジュ育成事業（講師謝礼400千円、講師旅費24千円、需用費44千円）

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-3　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇コンシェルジュの２５名はどのような方が認定されているのか。
　＊令和６年度に広報ながわを中心にコンシェルジュについて広く周知し、多くの町民から反響があった。
　　メンバーは訪日外国人対応や英語研修に携わっている。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　新メンバーが増員となったことで、既存のメンバーと新メンバーとの「ガイド及び英会話におけるレベルの差」が顕著であるた
め、様々なレベルの方が楽しく学べ、楽しくガイドができるよう工夫しながら取り組みたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　令和６年度まで１４名であった参加者は、令和７年度９名が新たに加わり、月２回の定期講習を中心に長和町の観光資源である
「中山道」「黒耀石」の歴史を学びながら、英会話についても習得している。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-4　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

移住・定住件数 30件 （年間） 0件

田舎暮らし体験施設利用件数 10件 （年間） ２件

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（イ）空き家の活用による交流人口および関係人口の
増大

事業担当課・
係

総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-4

総合戦略記載
内容

① 町内にある空き家を活用した新たな価値の創出（企業のレンタルオフィスやカフェなど）に取り組みます。その
際、Wi-Fi設備を完備し2拠点生活を促進することで、流入人口増加につなげていきます。また、町内の既存空き家を活
用して整備した「長和町田舎暮らし体験住宅」の利活用を図るとともに空き家を活かした関係人口の増大にも努め、町
への移住者を呼び込むきっかけとします。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町田舎暮らし体験住宅運営事業

空き家の整備による新たな価値の創出の
ための整備件数

1件

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

0件

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　移住希望者が田舎暮らし体験住宅を利用して、実際に長和町に滞在することで、長和町の自然や環境などの
魅力などを直接感じてもらい、移住した時のイメージ作りをしてもらう。また、委託する合同会社ナワメ社と
密に連携したり、移住セミナーでのPRや移住体験セミナーにて利用をすすめて、町への移住者を呼び込むきっ
かけ作りをします。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　委託する合同会社ナワメ社と密に連携したり、移住セミナーでのPRや移住体験セミナーにて利用をすすめ
て、町への移住者を呼び込むきっかけづくりを取り組む。

　体験住宅の魅力などを発信し、移住希望者の興味を引くコンテンツなどで、体験住宅の紹介等をしたり遠隔
からでも雰囲気を把握できるようにし、移住後の不安を解消する。 

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　体験住宅の魅力などを発信し、移住希望者の興味を引くコンテンツなどで、体験住宅の紹介等をしたり遠隔
からでも雰囲気を把握できるようにし、移住後の不安を解消する。 

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　移住体験を通じて、長和町との関わりを持つ関係人口を創出し増大に努める。 

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　移住体験を通じて、長和町との関わりを持つ関係人口を創出し増大に努める。 
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-4　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 空き家活用団体と連携した空き家整備事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　デジタルを活用しながら、効率的かつ効果的な空き家活用を実現し、新たな価値創出につなげる。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　増え続ける空き家を改修・活用しすることで、地域に関心を持つ「関係人口」の創出・拡大に結びつき、地
域活性化の重要な手段になる。

　デジタルを活用しながら、効率的かつ効果的な空き家活用を実現し、新たな価値創出につなげる。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　増え続ける空き家を改修・活用しすることで、地域に関心を持つ「関係人口」の創出・拡大に結びつき、地
域活性化の重要な手段になる。

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円

　空き家活用団体等へ向け、空き家バンクと連携し、空き家の情報提供・発信を行った。

　空き家活用団体と連携した空き家整備事業や空き家の情報提供・発信を行い、空き家を活用した新たな価値
の創出（企業のオフィスやカフェなど）に取り組む。

Ｒ7年度事業費 1,750 千円 主な支出内容
消耗品費60,000円、光熱水費等維持管理費670,000円、建物修繕費100,000円
施設管理委託料720,000円、景観整備委託料（植木剪定）200,000円

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊実際に長和町に滞在することで、パンフレットやウェブサイトだけでは伝わらない長和町の魅力を肌で感じることができ、自然
環境はもちろん、地域のコミュニティや生活インフラのリアルな状況を把握し、理想と現実のギャップを埋めることができた。

＊シェアハウス利用者（長期）は、令和7年9月末時点では2名の入居あり。

＊空き家活用団体と連携した空き家整備事業は、今現在、活用した団体はないが、今後は情報提供や発信に努め、活用団体の発掘
に努める。

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-4　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　空き家を改修してカフェや宿泊施設など新たな価値を創出していくことは、地域の活性化に直結する取り組みであり、魅力的な
ものとなることから、情報提供や発信に努め、活用団体の発掘に努める。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-5　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

長和町空き家情報登録制度（「空き家バ
ンク」）に登録された物件の売買等成立件
数

10件

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

4件

長和町空き家情報登録制度（「空き家バ
ンク」）新規登録件数

10件
（Ｒ11年時
点）

2件

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（イ）空き家の活用による交流人口および関係人口の
増大

事業担当課・
係

総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-5

総合戦略記載
内容

② 長和町空き家情報登録制度（「空き家バンク」）を更に充実させるために、貸手と借り手のニーズを把握した上
で、積極的にマッチングを行い、成約件数の増加を図ります。また、移住相談を通じて移住しようとしている人のニー
ズを的確に把握し、長和町の地域資源とのマッチングを図り、チラシ、ホームページなどで情報発信をし、移住者の増
加を目指します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 空き家バンク制度運営

移住相談件数 80件

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

147件

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

シェアハウス利用者数 5件 （年間） 5件

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　関係する諸団体などと連携し、アンテナを高く情報収集に努め、空家バンクへの登録増加を目指した取り組
みを実施し、空家の解消に結び付けていく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　空き家バンク制度の運営により、成約件数を増やす事で、移住・定住者の増加を図るとともに、空き家の解
消に結びつけた。

　長野県の移住ポータルサイト「楽園信州」への掲載、長和町ホームページへの掲載をし移住希望者に情報提
供をする。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長野県の移住ポータルサイト「楽園信州」への掲載、長和町ホームページへの掲載をし移住希望者に情報提
供をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の充実を図り、広報ながわへ「移住
者の声」などで、リアルな移住者の声などを発信し関係人口の増大を図る。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の充実を図り、広報ながわへ「移住
者の声」などで、リアルな移住者の声などを発信し関係人口の増大を図る。
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-5　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 首都圏等での移住相談

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長野県の移住ポータルサイト「楽園信州」への掲載、長和町ホームページへの掲載をし移住希望者に情報提
供をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の充実を図り、広報ながわへ「移住
者の声」などで、リアルな移住者の声などを発信し関係人口の増大を図る。

　長野県の移住ポータルサイト「楽園信州」への掲載、長和町ホームページへの掲載をし移住希望者に情報提
供をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の充実を図り、広報ながわへ「移住
者の声」などで、リアルな移住者の声などを発信し関係人口の増大を図る。

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

主な支出内容

Ｒ7年度事業費 110 千円 主な支出内容 イベント参加等への負担金　110,000円

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円

　上田地域定住自立圏で移住セミナーに参加したり、長和町単独で移住セミナーに参加し、長和町の魅力発信
に取り組んでいる。
　令和7年度　上田地域定住自立圏で5月に東京、長和町単独で7月に東京へ移住セミナーに参加した。（今後も
上田地域定住自立圏で2回（1月東京、2月名古屋）、長和町単独で1回（2月東京）参加予定）

　通常の移住相談業務のほか、首都圏等での移住相談を実施することにより、移住希望者に対し町の魅力をＰ
Ｒし、長和町への訪問（田舎暮らし体験住宅の利用や空き家バンクへの物件見学など）や長和町の知名度向上
を図り、移住定住者の増加へと結びつくように、宣伝を図る。

Ｒ7年度事業費 982 千円 主な支出内容 空き家改修費補助金　1件

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊空き家バンク制度に関して登録件数、成約件数は未達成だが、移住相談件数は大幅に目標を達成している。昨今の、移住ブーム
に乗れるように長和町をPRしたい。今後は、空き家バンクの物件が増えるよう努力していきたい。

＊都市部で行われる移住セミナーは、近隣市町村と連携し、引き続き長和町の魅力発信をしていきたい。

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-5　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇別荘地の空き家も移住施策に重要な役割を担ってくると考える。別荘地への人口増についてどのように考えているか。
　＊別荘地マスタープランの中で移住・関係人口の重要なパートナーとして位置付けている。
　　空き家バンクに加え、別荘地バンクについても検討していきたいという声もあるので、関係機関と連携しながら交流人
口・関係人口の増、移住者の増につなげていきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊空き家バンクの登録物件数が少ないことから、引き続き、所有者へ空き家バンクへの物件登録を推進していく。
＊移住相談について、引き続き近隣市町村と連携し、長和町の魅力発信をする機会を増やしていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-6　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　定住するための住環境整備において、新たな宅地造成を検討するにあたり、「関係人口」を考慮することは
有効な戦略となります。関係人口は、将来の定住者予備軍として、また地域を支える多様な担い手として重要
な役割となる。

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　若者等が定住できるための住環境整備としてニーズなどの把握に努めながら新たな宅地造成について検討す
る。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　土地開発公社と協力し、将来的な住宅需要を見据えた宅地造成事業を検討する。

　人口動態、住民基本台帳の移動情報などで、若者がなぜ町を出ていくのか、どのような層が移住してくる傾
向があるのかといった客観的なデータを取得し、効果的な施策をする。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　人口動態、住民基本台帳の移動情報などで、若者がなぜ町を出ていくのか、どのような層が移住してくる傾
向があるのかといった客観的なデータを取得し、効果的な施策をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　定住するための住環境整備において、新たな宅地造成を検討するにあたり、「関係人口」を考慮することは
有効な戦略となります。関係人口は、将来の定住者予備軍として、また地域を支える多様な担い手として重要
な役割となる。

総合戦略記載
内容

① 長和町地域振興新築住宅助成金として、45歳以下の方が町内に住宅を新築した場合の助成の実施及び新たな宅地造
成について検討し、若者が定住できる環境を整えます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（ウ）若い世代の定住人口増大のための支援
事業担当課・

係
総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-6

1件

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

0件

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 新たな宅地造成の検討

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

地域振興新築住宅助成世帯数 45世帯
（Ｒ11年時
点）

0件

宅地造成数
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-6　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊町外への人口流出抑止を目的とした宅地造成は人口維持の手段として有効かと思われる。
＊45歳以下の若者が長和町に定着を目的とする、長和町地域振興新築住宅助成金を組み合わせることに、新婚世帯や子育て世帯の
定住の一助となる制度である。

主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円

　制度のお知らせを、長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の発信した。

　長和町地域振興新築住宅助成金として、45歳以下の方が町内に住宅を新築した場合の助成を継続して実施す
る。

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 地域振興新築住宅助成

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長和町ホームページ等への掲載をし、住宅を新築する予定の方に情報提供をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の発信とともに、助成金の継続に
よって「長和町で家を建てたい」という関係人口の増大を図り、関係人口から定住人口へと転換させたい。

　長和町ホームページ等への掲載をし、住宅を新築する予定の方に情報提供をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　長和町のホームページの移住定住サイト「いいわい！星ふる里ぐらし」の発信とともに、助成金の継続に
よって「長和町で家を建てたい」という関係人口の増大を図り、関係人口から定住人口へと転換させたい。
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-6　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

・新たに宅地造成をすることにより、町外への人口流出は抑止の一助となるのではないかと考えられる。土地開発公社と連携し、
宅地造成の可能性を模索する。
・長和町地域振興新築住宅助成金は固定資産税の納入期限終了後の、１月に対象者に申請手続きの案内をする。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-7　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町青少年海外派遣交流事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　英国セットフォード・ブレックランド地域と長和町との地域間交流を、両地域の博物館および交流実行委員
会が窓口となって継続して実施することで、活発な人的交流の素地を整えるとともに、長和町の子どもたちが
「黒耀石大使」として海外に向けた長和町の情報発信を行う。

　また、町内の中学生・高校生で構成される「長和青少年黒耀石大使」を継続して育成し、地域に誇りを持
ち、国際感覚を備えた、地域の未来を支える人材の育成に取り組む。「長和町青少年海外派遣交流事業」とし
て、研修を経て１年おきに渡航し、青少年交流を実施する。
具体的には、長和町の縄文と黒耀石文化についてのプレゼンテーションと黒耀石の石器づくりワークショップ
を開催して、交流相手であるティーンエイジヒストリークラブとの文化交流を深めることに加え、ICT機器を活
用した事前研修期間中からの定期的な交流の確立を目指す。令和７年度からは、英国のセインズベリー日本藝
術研究所の支援を受けたオンライン交流プラットフォーム等において、両学生グループによる共同研究プロ
ジェクトを実施し、主体的・対話的で深い学びの実践を目指す。

　青少年交流の基盤となる博物館・大学および研究施設との研究交流についても、これまでに蓄積した様々な
研究成果を活用し、国内外でのワークショップおよび研究者や博物館関係者との交流も積極的に推進してい
く。長和町においては、これまでに交流のあった欧米・アジア圏の研究者および博物館関係者と連携して黒耀
石体験ミュージアムを中心とした国際ワークショップイベントの開催を目指す。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和8年度に渡英する予定の「長和青少年黒耀石大使」を募集・決定した。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 英国セットフォード町及びブレックランド地域と長和町との地域間交流を継続して実施することで人の交流を活発
にします。あわせて、町内の中学生と高校生で構成される長和青少年黒耀石大使を継続して育成し、地域に誇りを持ち
国際感覚を備えた、地域の未来を支える人材の育成に取り組みます。また、海外に向けて長和町の情報の発信に努める
とともに、ＩＣＴ機器等を活用した多様な国際交流を進めていきます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

国際交流活動への参加人数 500人

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

10人

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-7

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（エ）国際交流の推進による交流の活発化と人材育成
事業担当課・

係
教育課　文化財係
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-7　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

委員から
の意見

◇目標値（500人：年間100人）と実績見込み（10人）との乖離について。
　＊令和７年度の実績見込み10人は、今年実施した黒耀石のふるさと祭りに参加したOBOGを含めた大使の人数である。
　　来年は渡英して遺跡づくりの体験や英語でのプレゼンテーションを行い、その場に参加したお客さんもこの実績人数に加わってくるので、目標
の設定は適切と考える。
◇当事業は長い期間をかけて展開してきており、多くの方々が携わってきた。そのような方々が引き続き町との関わりを持てるよう、継続的な情
報提供やOBOG会のようなものが必要と考えるがどうか。
　＊OBOGにアンケートを取り、今後の方向性を考えていきたい。
◇渡英する大使のみのKPIについて。
　＊大使に限ったＫＰＩはない。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　事前研修を行う中でSNS等を利用してイギリスのティーンエイジヒストリークラブとの交流を行うとともに、活動の様子を広く公
開して交流事業のさらなる周知を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　長和青少年黒耀石大使の新しいメンバーが決定し、研修を開始した。高校生からの応募がないことについては、その要因等につ
いて情報を集めたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

Ｒ7年度事業費 1,512 千円 主な支出内容
報酬262、報償費120、旅費220、需用費254、役務費96，印刷製本費260，委託料
300
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-8　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（オ）情報発信体制の強化
事業担当課・

係
総務課　情報管理係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-8

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 町内外へより早く、より詳細な情報を届けるため各事業担当者から各種媒体により情報発信を行います。発信媒体
は情報発信の多重化の観点から各種発信ツールを活用していきます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

Ｎナビアプリ登録者数 1,500人
（Ｒ11年時
点）

1,000人

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　情報発信の一本化は入力業務の効率化、住民向けアプリ連携

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 情報発信体制の充実

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　住民の利便性向上とニーズにあったアプリ連携を進める。
　R7 消防団員向け火災位置情報連携（予定）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　R4 CATV文字放送・データ放送・FMとうみアプリ・ホームページの連携（情報発信の一本化）
　R5 ゆびナビぷらす（事前申請書作成・完全電子申請）の連携
　R6 ながわごん予約アプリの連携

　住民の利便性向上とニーズにあったアプリ連携を進める。
　R7 消防団員向け火災位置情報連携（予定）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 792 千円 主な支出内容 運用保守費

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-8　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　スマホアプリでお知らせがプッシュ通知で配信されるため見落としが少ないメリットがある。
　広報・ホームページでもアプリのインストールをお願いしているが、登録者の増加が目立って増えているわけではないためイン
ストール推進のための対策を考えていく。
　インターネットに公開されているスマホアプリのため、町内の人口に対しての普及率算定はできない。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　アプリダウンロード数を増やすための広報活動を進めていく。
　高齢者にもダウンロードしていたけるよう、スマホ教室などでダウンロードを推進していく。
　各種情報連携を強力にすすめ、町の様々なデジタルツールと連携させ、便利なポータルアプリにしていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-9　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標２　（オ）情報発信体制の強化
事業担当課・

係
総合政策課　企画政策係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 2-9

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

② 女子美術大学と連携し、大学生のデザイン力や発信力を活用して、アートの力を活かした情報発信や地域の振興に
取り組むとともに、大学に関連した関係人口の増大にも取り組んでいく。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

女子美術大学と連携した事業の取組件
数

10件
（Ｒ11年時
点）

累計１件

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　町民を中心に、関係人口にあたる方からも意見聴取・意見交換の機会を設け、その機会で出た意見を大学側
と要検討し、可能な範囲で事業内容に反映させていく。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 女子美術大学と連携したアートによる長和町活性化事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　女子美術大学と連携し、アートの力を活かした情報発信や地域の振興に取り組むとともに、大学に関連した
関係人口の増大にも取り組む。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和７年度は、６月から７月下旬にかけて３年次イラストレーションコースの授業で、長和町広報誌の表紙
を題材にイラスト作品を制作。完成したイラストの内２作品は実際に広報表紙に採用する（広報11月号と２月
号予定）。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　令和７年度においては、明確に関係人口の創出や増大を目的とした取組みは実施できなかったが、11月１日
～２日に実施される町総合文化祭へ作品を展示することにより、町内に定住する方以外の、町外在住で長和町
にルーツがある方などに向けて当事業に触れる機会を設けることができた。

Ｒ7年度事業費 1,000 千円 主な支出内容
デザイン等謝礼、コーディネーター謝礼、学生・コーディネーター費用弁償、印刷
製本費

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号2-9　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊令和７年度の事業を展開する中で改めて、内容を工夫することで最小限の支出で成果を出すことが可能であることが分かった。
次年度以降も予算の範囲内で最大限の成果が出せるよう努めていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊改めて当事業の目指すべき姿は何か、何が求められているのか、何が実現可能なのかを大学との綿密なコミュニケーションの中
で検討を重ねていきたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-1　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　婚活イベントを行うと、長和町を知り、訪れるきっかけとなります。イベントを通じて町民と交流したり、
町の魅力を知ることで、長和町とのつながりが生まれます。参加者が長和町の観光や特産品に興味を持つこと
が期待される。

Ｒ7年度事業費 533 千円 主な支出内容 社会福祉協議会と連携した結婚相談事業負担金

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　ホームページやNナビなどで、イベントの告知や参加者募集を行い、効率的に情報提供する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　婚活イベントを行うと、長和町を知り、訪れるきっかけとなります。イベントを通じて町民と交流したり、
町の魅力を知ることで、長和町とのつながりが生まれます。参加者が長和町の観光や特産品に興味を持つこと
が期待される。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町婚活支援事業補助金の継続

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　ホームページやNナビなどで、イベントの告知や参加者募集を行い、効率的に情報提供する。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和7年度は4市町村の社会福祉協議会にて令和７年１０月４日（土）に婚活パティーを開催予定。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　社会福祉協議会、婚活イベント実施団体と連携し、出会いの場の提供の工夫、出会ったあとのアフターケ
ア、成婚までのフォローを行うなど、婚活支援事業補助金を活用し、結婚を希望する者の願いが叶うような支
援体制の充実を図る。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 社会福祉協議会、婚活イベント実施団体と連携し、出会いの場の提供の工夫、出会った後のアフターケア、成婚ま
でのフォローを行う等、婚活支援事業補助金を活用し、結婚を希望する者の願いがかなうよう支援体制の充実を図る。
あわせて、上田地域定住自立圏を構成する自治体等と連携した取り組みや情報発信を行う。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

婚活支援事業補助金を活用した交流イベ
ント参加者数

40人 （年間） 0人

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-1

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（ア）結婚支援体制の充実（「婚活」支援）
事業担当課・

係
総合政策課　移住定住係

- 51 -



01　【協議会後】R7中間　整理番号3-1　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　婚活イベントを行うと、長和町を知り、訪れるきっかけとなる。イベントを通じて町民と交流したり、町の
魅力を知ることで、長和町とのつながりが生まれる。参加者が長和町の観光や特産品に興味を持つことが期待
される。

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　婚活イベントを行うと、長和町を知り、訪れるきっかけとなる。イベントを通じて町民と交流したり、町の
魅力を知ることで、長和町とのつながりが生まれる。参加者が長和町の観光や特産品に興味を持つことが期待
される。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　上田地域定住自立圏の募集により、令和７年１１月３０日（日）に婚活セミナーを開催予定。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　ホームページやNナビなどで、イベントの告知や参加者募集を行い、効率的に情報提供する。

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 上田地域定住自立圏構成市町村等との連携についての協議

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　ホームページやNナビなどで、イベントの告知や参加者募集を行い、効率的に情報提供する。

　上田定住自立圏構成市町村等と連携を密にし、婚活イベントなどを実施する。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　今後も商工会青年部などによるイベントへの補助金助成、社会福祉協議会とのイベント開催に向けての協議、上田地域定住自立
圏構成市町村による婚活イベントを継続して行っていく。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊社会福祉協議会主催の婚活パティーが四市町村結婚相談員連絡会（東御市、長和町、青木村、立科町）にて令和７年１０月４日
（土）に開催予定。
＊上田地域定住自立圏構成市町村による婚活イベントは令和７年１１月３０日（日）に開催予定。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-1　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-2　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

100% （年間） 100%

10件 （年間） 0件

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 支え合いサポート事業利用料補助

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　ホームページやガイドブックによる制度の周知、窓口での案内を実施。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　社会福祉協議会実施の支え合いサポート事業等の子育てに関する相互援助活動を受けた際支払った利用料の
一部を補助し、経済的負担の軽減を図る。
　1月を単位に、利用料の５分の２の額を補助。（上限５千円、ひとり親世帯等は上限１万円）

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 子育て世帯の経済的な負担の軽減（産前産後交通費助成、子育て応援給付金、子育て応援ごみ袋支給、高校通学費
補助、保育園副食費無償化等）を継続します。また、奨学金制度の充実（給付型奨学金、条件付の償還一部免除等）を
検討する。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

奨学金貸付金額 70,000千円 （年間）
65,395千
円

産前産後交通費助成に係る母子手帳発
行時の周知率

100%
（年間：維
持）

100%

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-2

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（イ）子育てに係る経済的支援の充実
事業担当課・

係

保健福祉課　子育て支援係
保健福祉課　健康づくり係
教育課　学校教育係

高校通学費補助対象人数 130人 （年間） 124人

支え合いサポート事業利用料補助申請件
数

子育て応援ごみ袋支給率
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5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　妊婦で胎児に異常がある方・出生時より疾患がある1歳未満の児で片道30km以上の県内の医療機関に受診が必
要な場合に、交通費を補助し、経済的負担の軽減を図る。母子健康手帳交付時、新生児訪問時、乳児健診時に
周知する。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業③　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 産前産後交通費助成

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 75 千円 主な支出内容 可燃ごみ袋（中）＠２５円*３，０００枚

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　出生、転入の届出時に申請の案内及び申請書を受付することにより速やかにごみ袋の配布を行うことにより
経済的負担の軽減を図っている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 子育て応援ごみ袋支給

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　子育て満２歳未満の子どものいる家庭へ、紙おむつ等ごみ袋を配布することにより子育て家庭の経済的負担
の軽減を図る。
満２歳未満の子どもを養育する方へ月５枚可燃ごみ袋（中袋）を支給。

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 29 千円 主な支出内容 子育てサポート（支え合いサポート等）利用料補助
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Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 10,608 千円 主な支出内容 高校通学費の補助金（129人）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　各家庭に申請書を前期分を送付し、とりまとめを行っている。

取り組み事業④　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 高校等通学費補助

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　子育て世代の経済的な負担の軽減を図るため、長和町に住所を有し、高校、町外の中学校に通う児童生徒の
世帯に対し通学費の補助を行う。
　【補助額】（）内は遠距離地域の補助額　丸子地域3,500円（5,500円）、立科地域4,000円（6,000円）、そ
の他地域8,000円（10,000円）、下宿（10,000円）　毎年度各家庭へ申請書を送付し補助を行う。

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 72 千円 主な支出内容 交通費助成　30円×60km×2×20回×1人

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　母子健康手帳発行時に、本事業について周知している。また、出産後に対象になる方には、新生児訪問時等
に周知している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　今年度より貸付額の選択制の導入や収入基準額、特別控除額の変更を行い、奨学生にとってより借りやすい
制度へと改正した。

取り組み事業⑤　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 奨学金制度の充実に関する検討

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　経済的理由により学費の支弁が困難と認められる者、高等学校、高等専門学校、専修学校、短期大学又は大
学に在学している者、出身学校長又は在学の学校長が推薦した者、成績優良、品行方正な者、奨学生本人が長
和町に１年以上居住し、現に生活の本拠を長和町に有している者又は有していた者、奨学生の親権者が、長和
町内に住所を有する者に対して、申請に基づき、教育委員会で認められた場合、高等学校等は月額２万５千円
若しくは３万５千円、大学・専修学校等は月額４万円若しくは５万円を貸し付けることができる。
　奨学金制度の充実を望む声があることから、給付型奨学金や奨学金の一部免除等について情報収集を行い奨
学金制度の充実を検討する。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①支え合いサポート事業利用料補助については、制度の周知につとめサービスの利用をしやすい体制を整える。
②子育て応援ごみ袋支給については、現行どおり事業を実施していく。
③母子健康手帳発行時に周知するとともに、新生児訪問時や乳児健診時に該当者に周知していく。
④高校通学費については、現行どおり事業を実施していく。
⑤奨学金については、給付型や企業による償還支援制度などの研究を重ね、より良い奨学金制度の構築を目指す。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①支え合いサポート事業利用料補助については、サービス及び補助制度の周知に努める。
②子育て応援ごみ袋支給については、出生等の手続きの際に案内・申請書受付を行うことにより対象者へもれなく配布ができてい
る。
③産前産後交通費助成については、母子健康手帳発行時や産後に周知できている。
④高校通学費については、現行どおり事業を実施していく。令和６年度10,360,900円支出、130名分
⑤奨学金については、先進事例や県・国の動向について注視しながら、制度の改善を行っていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

2箇所

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 子育て支援センターや保健福祉総合センターにおける相談事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　保健センター（毎週月曜午前中の開放日）及び子育て支援センター２箇所での子育て等に関する相談を実施
した。
　令和７年度　保健センター開放日：実13人　延47人、子育て支援センター：延べ122人（9.30時点）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　毎週月曜日午前中の保健センター開放日に、身体測定の他、育児相談や離乳食等の栄養相談を実施する。ま
た、子育て支援センターでは、保育士が常駐しており、いつでも気軽に子育てに関する相談できる体制を整え
ている他、保健師の日、理学療法士の日といった専門職による相談日を設けている。関係機関において連携を
密に取りながら、相談しやす体制を整える。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 子育てに関する相談がしやすい環境を整える。また、子育てに関する町の取り組みなどが、必要とされている方に
確実に届くよう、また町外の方にも取り組みを知っていただけるよう、情報発信を行う。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

子育てに関する相談事業

母子手帳アプリ周知率 100%
（年間：維
持）

100%

2箇所
（Ｒ11年時
点：年間）

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-3

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（ウ）総合的な子育て環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　子育て支援係
保健福祉課　健康づくり係
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 245 千円 主な支出内容 母子手帳アプリ負担金

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　母子手帳アプリの利用について周知し、地域の子育て情報をはじめとした様々な情報を発信した。
　令和７年度　新規母子手帳アプリ登録者数６人　登録総数　173人　　（9.30時点）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　母子健康手帳交付時や新生児訪問時に、母子手帳アプリのQRコードを読み込んでいただき、利用につなげ
る。
健診や学級の開催通知をアプリを通じて対象者に発信することで、継続的なアプリの利用につなげる。

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 子育てに関する情報発信

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　母子健康手帳交付時や新生児訪問時に、母子手帳アプリのQRコードを読み込んでいただき、利用につなげ
る。
　健診や学級の開催通知をアプリを通じて対象者に発信することで、継続的なアプリの利用につなげる。

　こどもの成長記録、予防接種記録、地域の子育て情報、町の情報発信の場として活用できるよう、母子健康
手帳交付時や新生児訪問時にアプリの利用について周知する。

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①子育て支援センターや保健福祉総合センターにおける相談事業は、子育て支援センター及び保健センターの２箇所で相談事業を
実施し相談しやすい体制を整えることができている。
②母子健康手帳交付時、新生児訪問時等にアプリを紹介し、健診・学級、予防接種等のお知らせをアプリにより発信している。ア
プリでは、こどもの成長や予防接種についても記録することができるため、便利に活用いただく。

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容
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ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①子育て支援センターや保健福祉総合センターにおける相談事業は、現行どおり事業を実施していく。
②母子手帳アプリにて、健診や学級の案内、子育てに関連した情報を発信するため、母子健康手帳交付時や新生児訪問時にアプリ
の利用について引き続き周知していく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（ウ）総合的な子育て環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　健康づくり係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-4

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

② 「子育てサポーター」の育成を進めるとともに、講座修了者のステップアップ研修の機会とし、地域で子育てを見
守る人材を増やす。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

子育てサポーター数 26人
（Ｒ11年時
点）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　Ｎナビやホームページ、母子手帳アプリを活用し情報を提供する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 子育てサポーター養成事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和６年度は、広報、Ｎナビ、ホームページ活用し、さらに受講者を募り、Ｒ６年度修了者７名（うち新規
１名）となった。産後後のお母さんへの関わり方や、傾聴、虐待等について学ぶ講座を開催。子育て支援セン
ターの見学も行っている。サポーター数は令和６年度までで２４名である。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　近年、核家族化が進み、地域社会とのつながりが弱くなっている状況であり、子育てをしている父親、母親
の不安や負担が大きくなっている。このような状況の中、父親、母親を温かく見守り、応援してくれる子育て
サポーターを３年に１回養成する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

24人

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-4　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　これまでサポーター養成を進めてきたが受講者少ないため、令和６年度は広報、Nナビ、ホームページ等で周知し、受講者が増加
した。サポーターの活動の場として、乳幼児の教室の場で託児・見守りを依頼し、母が地域の方と交流できる場にもなっている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊広報、Ｎナビ、ホームページ等を活用して受講者を募り、３年に１回開催する。（次回は、令和９年度）
＊修了者にも個別通知を発送し、スキルアップの場としても実施していく。
＊講座修了者には、乳幼児の教室の場で託児を依頼し、託児をする中でお子さんの育ちを見守ってもらい、子育てサポーターとし
ての活動の場を広げていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-5　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（ウ）総合的な子育て環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　健康づくり係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-5

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

④ 保護者が、子どもへの接し方や関わり方を学び、日々の子育てに生かすための施策を実施します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

保護者向け子育て講演会周知率 100%
（年間：維
持）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 保護者向け子育て講演会

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　新規の事業となる。今までは、保育士・保健師等の専門職の資質向上の研修会を開催し学びを深めて日々の
業務に生かしてきた。令和７年度からは専門職はそれぞれの専門的な研修会で学び、子育て中の保護者の方が
様々な角度から子育てに関するヒントを得られることができるよう保護者向け講演会を長和町にて開催する。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　上田市定住自立圏発達講演会は、毎年上田市にて開催しているが長和町の保護者の方の参加が少ない状況に
ある。
　こどもへの理解、こどもの健康、こどもとメディア等、多面的な角度から学びを深め、日々の子育てに生か
すために、長和町で子育て講演会を実施する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 20 千円 主な支出内容 講師謝礼

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

0%

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-5　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

・１２月以降に実施予定で、講師と交渉中。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇小学生や中学生の保護者も子育てに悩みを持っていると思うので、そのような方々も対象とした講演会を希望したい。
　＊まずは乳幼児の保護者を対象にアンケート実施を予定しているが、小中学生の保護者にも対象を広げていきたい。
◇保護者・児童に対する食に関する取り組み状況について。
　＊小学校では、小児生活習慣病予防検診を行っている。要観察や精密検査となった方に対して、管理栄養士が指導を行っ
ている。小学校の中でアンケートを実施し、その後の様子を把握している。
　◎移住してきた保護者の子どもの食に対する意識の高さを実感しているので、食育について積極的な取組みをお願いした
い。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

 講演内容について、園児の保護者にもアンケートをとりながら内容を検討し、保護者の要望に合った講演会としていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-6　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

100%

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 1,050 千円 主な支出内容 システム使用料、ネットワーク回線使用料

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

・保護者からの連絡　・欠席連絡　・連絡帳　・ＱＲコードで打刻
・保育園からの配信　・登降園管理　・おたより、情報の配信　・登降園管理　・写真販売

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 保育園ICTシステムの利活用

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和７年１月に保育ICTシステムの運用を開始。保護者へアプリの登録を周知し試行期間を経て利用を開始し
た。アプリで欠席や遅刻の連絡、お便り帳、園からのお便りの配信、園での様子（写真を添付）、登降園の管
理を開始。令和７年度よりアプリを利用した写真販売の開始。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　令和６年度に保育園ICTシステムを導入した。登降園管理、遅刻・欠席連絡、園からのお知らせ配信等をICT
システムにより行っている。ICTシステムの利活用により、保育園からのお知らせや園児の様子を効果的伝え
る。また、保育士の保育事務の省力化により園児と向き合う時間を確保する等保育の質の向上に努める。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

➄ 保育園ICTシステムの導入により、保護者の利便性の向上を図るとともに、保育事務を省力化することにより保育の
質の向上に努めます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

保護者アプリの導入率 90%
（Ｒ11年時
点）

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（ウ）総合的な子育て環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　子育て支援係
保健福祉課　保育園

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-6
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-6　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　アプリの基本的なものは使用しているが、今後さらに充実した活用ができるのかを検討していく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊アプリを使用することで保護者の都合で入力できるため連絡漏れも減り園児の居場所の確認がしやすくなる。欠席児の確認が容
易になる。お便り帳など日々の連絡の他、園での様子などは写真が添付でき一目瞭然。登降園時にＱＲコードで打刻してもらうこ
とで時間の管理もでき、延長保育等のまとめも一括でできるようになり業務負担の軽減になる。保護者は行事等の日にちや時間の
確認がどこでもでき、用紙の紛失がなくなる。また、配信したお知らせ等が既読になっているかの確認ができる。
＊家族で複数の登録ができ、情報が家族間でも共有しやすい。
＊メディアの取り扱いが不慣れな場合などに丁寧な説明が必要。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-7　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

施策の実
施

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 6,786 千円 主な支出内容 図書館事業の運営費

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　令和４年度より県内公共図書館と県立長野図書館が共同でデジとしょ信州を運営することにより、県内住民
向けに電子図書サービスが受けられるようになった。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 児童館図書室のあり方の検討

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　令和４年度より県内公共図書館と県立長野図書館が共同でデジとしょ信州を運営することにより、県内住民
向けに電子図書サービスが受けられるようになった。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　上田広域図書館情報ネットワーク（エコール）及びデジとしょ信州を活用した図書館事業の運営。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長門ふれあい館内の図書館について、上小広域図書館ネットワーク（エコール）及びデジとしょ信州を中心
にさらなる利用促進を図る。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 児童館図書室のあり方について、デジタル化の導入を含めより利用しやすく効率の良い事業展開を検討します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

図書館の効率的な運営に関して運営委
員会による検討、施策の実施

施策の実施
（Ｒ11年時
点）

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（エ）時代の変化に対応した特色ある教育環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　人権男女共同
参画係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-7
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-7　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　デジとしょ信州の利用促進により、これまでの神の図書のほかに電子図書への利用が進むことにより、読書への関心がより充実
することが期待できる。また、電子図書には、これまでのような図書館に本を借りる・返す手間が省略されたり、本が汚れたり破
ける心配がないため、利用者が安心してサービスを受けられる利点がある。
　今後は、利用促進のための広報の充実を図っていきたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　デジとしょ信州の利用促進により、これまでの神の図書のほかに電子図書への利用が進むことにより、読書への関心がより充実
することが期待できる。また、電子図書には、これまでのような図書館に本を借りる・返す手間が省略されたり、本が汚れたり破
ける心配がないため、利用者が安心してサービスを受けられる利点がある。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-8　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 464 千円 主な支出内容 運営委員会委員報酬、外部講師謝金、事務用品類等

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 和田学校における文部科学省型コミュニティ・スクール事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　各種事業支援について、和田学校支援部の協力をいただきながら事業を実施している。
　経田小学校との交流事業については、カリキュラムに組み込んだことで日帰りでの訪問、受け入れとなって
いる。
　広報資料の作成を行い広報ながわに活動記事を掲載している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　地域住民が協働により学校の運営について深く携わり、子供たちが地域の良さとを感じながら学習できる場
を提供する取り組みを行う。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

② コミュニティスクール、学校地域支援本部の取り組みを引き続き一体的に進め、地域住民と接し学ぶことを通じ、
子どもたちが地域の良さを実感し愛着が高まる中、多様な想像力を生み出すことができるようになるなど大きな学習効
果が得られるよう支援します。また、取り組みの情報発信を通じ、活動を支える人材の確保と地域における認知度の向
上を図ります。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

コミュニティスクール、学校地域支援本部
の取り組み

2校
（Ｒ11年時
点：継続）

２校

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-8

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（エ）時代の変化に対応した特色ある教育環境の充実
事業担当課・

係
教育課　学校教育係
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-8　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　各種事業支援について、コロナが５類へ移行したことで活動が再開され、事業を実施した。広報資料の作成
を行い広報ながわに活動記事を掲載した。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長門小学校における信州型コミュニティスクール事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　地域住民が協働により子どもたちの見守りや学習の場における共助等、子どもたちが地域の良さとを感じな
がら学習できる場を提供する取り組みを行う。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　現行の取り組みを継続して進めるとともに、活動内容の広報活動を継続し、認知度の向上に努める。
　地域住民のご協力により活動しているが、今後も継続して事業を実施していきたい。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　コミュニティスクール事業の展開は、様々な体験を通じ、地域住民と接する、地域を知る、見聞を広げるなど子どもたちの豊か
な学習につながるとともに、学校と地域の協働により開かれた学校づくりにつながっている。
　広報活動による効果は目に見えるものになってはいないが、地域の方々の理解が深まり、関心を持った方が活動に加わっていた
だくなど、人材確保により、コミュニティスクールの活動が活発になることを期待したい。運営に関わる講師の高齢化が課題と
なっている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-8　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇長門と和田で事業が分かれているが、保護者のニーズを聞く機会は設けているのか。
　＊昨年度、学校のあり方検討委員会を立ち上げたので、委員会の中で、保護者のニーズを聞く機会の必要性について話が
出れば、機会を設けたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-9　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-9

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（エ）時代の変化に対応した特色ある教育環境の充実
事業担当課・

係
教育課　学校教育係

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

③ 子どもたちの学力向上のため、ＩＣＴ教育等、時代に即した施策や、補完的な学習の場など、ニーズを踏まえた施
策を講じ、質の高い教育を実現することで、子どもの数が少ない中でも進学等の際、不利にならないような取り組みを
行います。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

ＩＣＴ教育推進についての検討、施策の実
施

補完的な学習の場の検討、施策の実施 施策の実施
（Ｒ11年時
点）

施策の実施

施策の実施
（Ｒ11年時
点）

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

ＩＣＴ教育推進については、学習用端末を活用し、児童の学習意欲を高め、情報活用能力を育むこと目的とし、より主体的で創造
的な学習の促進を目指す。
補完的な学習の場については、児童一人ひとりの多様なニーズや学習状況に応じた学習を実現するために、主に学校の授業で提供
される学習内容や機会を補い、強化したり広げたりするための場の提供を目指す。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 ＩＣＴ教育推進についての検討

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　令和２年度に整備された国のＧＩＧＡスクール構想に伴う整備が行われたので、委託による外部サポーター
を依頼し有効的な活用ができるように体制を整備した。外部サポーターの各学校への授業の支援、有効活用に
ついて支援、相談できる体制の整備を行った。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和２年度に整備された国のＧＩＧＡスクール構想に伴う整備が行われたので、委託による外部サポーター
を依頼し有効的な活用ができるように体制を整備した。外部サポーターの各学校への授業の支援、有効活用に
ついて支援、相談できる体制の整備を行った。
　また、学習ソフトを令和３年度に導入し、引き続き令和７年度も運用した。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　時代に即したICT教育を推進することで、子供たちの学力向上に務める取り組みを進めていく。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

施策の実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-9　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

Ｒ7年度事業費 3,208 千円 主な支出内容 ＧＩＧＡスクール相談支援員の委託費用、学習ソフトの使用料

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　ＩＣＴ教育の推進については、国がＧＩＧＡスクール構想を打ち出したことにより、端末機器の整備が大きく進んだ。機器の整
備により授業や学習への利用や活用が進んでいるが、機器の操作や不調時の対応、教職員向けの利活用への対応が課題となり、サ
ポーターによる相談体制を整備している。また、家庭学習での端末利用について、通信環境が無い家庭でも学習ができる学習ソフ
トを導入した。
　補完的な学習の場については、端末機の家庭学習でドリルや調べ物学習に利用を行っている。授業動画について教室と家庭の相
互発信や質の高い学習環境が整うよう検討したい。

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 補完的な学習の場の検討

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　様々な事情により学校へ登校できない児童・生徒に対して、補完的な学びの場を提供することで、誰一人進
学等の際に不利にならない状況をつくる。

　端末機の家庭学習でドリルや調べ物学習に利用を行い、児童一人ひとりの多様なニーズや学習状況に応じた
学習を実現し、主に学校の授業で提供される学習内容や機会を補い、強化してきた。

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 35 千円 主な支出内容 小中一貫教育研究及びICT機器整備促進検討委員会　委員報酬

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和２年度にＧＩＧＡスクール構想による機器整備を行ったことから、機器を活用した施策の検討を進めて
いる。学習教材について、具体的な検討が行われ、令和３年11月から端末機による学習を開始。令和４年度、
他校との学習交流に向けて、ドメイン、グループウエア、通信確認、必要機材等具体的に検討を進め、実施で
きる環境を整えた。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-9　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　ＩＣＴ教育の推進について、機器が整備され、実際の授業や学習への使用について、課題への対応や支援員の配置を行ってい
る。
　補完的な学習の場の検討について、整備された機器を活用した施策（オンライン学習、他校との交流、学習意欲につながる方策
等）の具体的に検討を進めている。特に遠隔地の他校との交流や、同じ学習ツールを使用した合同事業については、取り組みが一
部実施された。より利便性の高い学習ツールの導入を進めている。活用が進む中で、基本である安心・安全な使用ができることを
確認しながら進めている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-10　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 3,467 千円 主な支出内容 放課後児童クラブ運営に係る経費（食糧費、消耗品、光熱水費　等）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 児童館運営事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　共働きやひとり親家庭の増加等、子育てに対する環境の変化に伴い、子育て世帯の負担軽減を図る施策とし
て、就業等により昼間、家庭内で児童を見ることが困難な児童を預かり、適切な遊びや学習等を提供すること
により、健全な児童の育成を図る放課後児童クラブ事業を実施している。
　長門地区では長和町長門児童館、和田地区では和田老人福祉センター施設において対象児童を受け入れ、放
課後児童支援員による遊びや学習を提供している。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　放課後児童クラブ（長門・和田）の適切な運営を行う。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

④ 児童館の利用件数が減少する中、放課後児童の適切な受け入れ体制について検討していきます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

放課後児童の受入れ体制充実について
の検討、施策の実施

施策の実施
（Ｒ11年時
点）

施策の実
施

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 3-10

基本目標
及び主な施策

基本目標３　（エ）時代の変化に対応した特色ある教育環境の充実
事業担当課・

係
保健福祉課　人権男女共同
参画係
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-10　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 14,067 千円 主な支出内容 放課後児童クラブ職員にかかる包括業務委託

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

＊様々な児童に対し適切な支援を行うため、近隣の長野大学（上田市）にアルバイト学生の募集を行った。
＊支援員の資質向上を図るため、支援員向けの研修を実施した。

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 放課後児童の受け入れ体制の充実

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　放課後児童支援員の研修の実施や適切な人員配置により児童クラブの質の向上を図る。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

児童クラブの人員配置の整理等により、利用児童の負担軽減を図る。
今後の放課後児童の受け入れ態勢の充実のため、児童クラブと児童館のすみ分けについて、保護者のアンケートも含め検討してい
く。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　共働きやひとり親家庭の増加等、子育てに対する家庭環境の変化に伴い、子育て世帯の負担軽減を図る施策として、就業等によ
り昼間、家庭内で児童を保護することが困難な児童を預かり、適切な遊びや学習等を提供することにより、健全な児童の育成を図
る「放課後児童クラブ」事業を実施している。
　長門児童クラブにおいては長門ふれあい館で、和田児童クラブにおいては和田老人福祉センターで実施している。また、適切な
対応を図るため、長門小学校の協力をいただき、長門小学校の空き教室をお借りして高学年の児童クラブを実施している。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号3-10　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇「総合戦略記載内容」欄には『児童館の利用件数が減少する中』、「総合的な所見」欄には『長門児童クラブにおいて
は、利用児童数の増加』という正反対の記載がある。記載が適切ではないと思うがどうか。
　＊児童館と児童クラブは役割が違い別物であるため、それぞれの利用者数にも違いがある。記載方法が分かりづらいの
で、修正したい。⇒総合的所見欄の表記を修正。
◇課題がある中、どのように進め何を目指すのかについて記載がない。
　＊方向性を明確にし、総合戦略（効果検証資料）への記載も修正したい。
◇児童クラブに対する要望等が多いので、アンケート等で要望を取りまとめ、今後のあり方を示してほしい。
　　⇒今後の取り組み内容に追記しました。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-1　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（ア）協働のまちづくりの推進
事業担当課・

係
総合政策課　企画政策係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-1

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 住民自治基本条例に関する町民の理解を深め、協働のまちづくりを推進します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

協働のまちづくり推進のための啓発実施
回数

3回
（年間：維
持）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 協働のまちづくり推進のための啓発活動等

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　町ホームページや地域情報アプリ「Ｎナビ」の活用方法について検討していく。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　第２期総合戦略から継続して実施している事業であるが、令和７年度中間（９月末現在）では実施に至って
いない。今後、掲載（広報）内容について検討し実施していく。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　住民自治基本条例に関する町民の理解を深め、協働のまちづくりを推進する。
　協働のまちづくりに関する広報やチラシの活用による啓発活動を実施していく。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

0回

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-1　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　第２期総合戦略の期間においては、当初、まちづくりに関する講演会の開催により実施していくこととしていたが、適任な講演
者の確保や参加者の見込みが難しいことから広報等による啓発活動に取り組み内容を変更した。広報の掲載する内容等について検
討しているため、令和７年度は未実施の状況である。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇令和８年度には、住民自治基本条例が制定されて１０年になるが、検証する予定はあるか。
　＊条例で検証について明記されているので検証予定である。
◇住民との対話の実施状況について。
　＊地区懇談会がその役割を担っている。コロナ禍前は、地区別懇談会を行っていた実績がある。
　　令和６年度には、町の機構改革やデマンドバス、依田窪病院の先生（病院長）による講話を内容とした地区懇談会を
行った。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　来年度（令和８年度）は住民自治基本条例が制定されて１０年が経過する。条例に定める自治の実現及び協働のまちづくりの推
進等に関する事項について、社会情勢との適合性を検討を行う年になるので、これに関する対応を実施していく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-2　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 自主防災組織の設立推進支援

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

＊自治会長区長会議等において自主防災組織の設置を呼びかけ、活動費補助金の交付により防災用資材の購入
を推進し地域の防災力向上を図る。
＊１自治会より設立に向けた問い合わせがあった。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　自主防災組織が設置されていない地区において、地区防災会議等を開催し、自主防災組織設置に向け住民意
識の向上と理解を図る。

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-2

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 住民の防災に対する意識の変革、地域の防災意識の向上、災害時に自助・共助の精神で自主的避難ができる体制の
整備を目指し、町内各地区における自主防災組織の設立、地域住民の防災士資格取得の取組を推進し、災害に強いまち
づくりを目指します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

自主防災組織を設置する行政区 87地区
（Ｒ11年時
点）

0地区

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（イ）安全・安心なまちづくり
事業担当課・

係
総務課　危機管理係

各自主防災組織における防災士資格取
得者数

87人
（Ｒ11年時
点）

0地区
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-2　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　自治会長区長会議において防災士資格取得補助金を周知した。

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

Ｒ7年度事業費 750 千円 主な支出内容 自主防災組織補助金

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊令和７年４月１日現在、町の８７行政区中５７行政区で自主防災組織が設立されており設置率は65.52％となっている。
＊防災士の取得には２日間の研修を受講する必要があり、また自己負担もあることから取得者数の増加に向けた取組の検討が必要
である。

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

事業名 住民の防災士資格取得の推進

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　地域防災力向上のため町内の自主防災組織と連携する方の防災士資格取得に際して３万円を上限とする補助
金を交付することにより防災士の増加を図る。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 150 千円 主な支出内容 防災士養成講座資格取得補助金

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-2　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇ハードルが高い部分があるが、どのように解決していくか。
　＊消防団分団長以上を経験した方には優遇措置があるので、それを活用するなど検討していきたい。
◇自主防災組織設立後の活動についてばらつきがあるように感じるので、行政によるフォローについて総合戦略に盛り込む
ことを検討できないか。
　＊活動の活発化を目指して周知・広報等をしていきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊毎年開催している自治会長区長会などの場を通じて自主防災組織の設置、防災士資格取得の推進を呼びかけ、また、自主防災組
織による防災用資材や保存食の購入に対する活動費補助金の交付により地域の防災力向上を図っていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-3　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

8台

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（イ）安全・安心なまちづくり
事業担当課・

係
総務課　危機管理係

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

② 防犯カメラの維持管理を継続し、子どもや高齢者の見守り体制の充実や犯罪の抑止を図ります。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

既設防犯カメラの維持管理 8台
（Ｒ11年時
点：維持）

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-3

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　令和７年度予算により町が設置した６台の防犯カメラの維持管理を実施

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 防犯カメラ維持管理事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　学校設置の防犯カメラ２台については、ダイドードリンコ株式会社との協定により町内公共施設に設置した
５台の自動販売機の売上により維持管理をしているが、稼働率の悪い１台について設置施設を見直し移設を
行った。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　既設の防犯カメラ(町６台、学校２台)の維持管理を行い、学校等から新設の要望があった際は設置場所につ
いて協議検討を行う。

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 467 千円 主な支出内容 防犯カメラ使用料：436千円、防犯カメラ電気料：31千円

主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円

千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-3　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　通学路等への防犯カメラ設置により児童・生徒の通学の様子を把握できる体制を整えることで、犯罪の抑止や安心・安全なまち
づくりにつなげる。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇保育園への防犯カメラ設置を検討してほしい。
　＊設置場所について検討したい。
◇昨今の社会情勢を鑑み、安心安全な町になるよう、防災に加え防犯にも力を入れるべきと考えるので、積極的な防犯カメ
ラの設置をお願いしたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　既存の防犯カメラの維持管理を行い、新設についての要望があった場合は設置場所についての協議・検討を行う。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-4　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

空き家等に対する指導件数 3件
（年間：維
持）

2件

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（ウ）安心なくらしを守るための空き家対策
事業担当課・

係
総合政策課　移住定住係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-4

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 「長和町空き家等の適正管理に関する条例」及び同施行規則を活用し、空き家となっている危険家屋への対応を適
切に行うとともに、施行規則に規定する補助金の運用についても周知を図り、美しい町並みを保つことを目指します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

危険空き家の残存件数 60件
（Ｒ11年時
点：維持）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　空き家情報の効率的な管理と情報提供の強化を目指し、GISを用いた空き家データの地図化、空き家データ
ベースの構築、空き家バンクのシステム化による機能強化の活用をする。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　空き家を地域資源として活用し、長和町の活性化を目指し、空き家を増加させないための適正な管理を促す
とともに、移住や定住を促進するための空き家バンクなどを活用し、関係人口を増やすことで、地域を支える
人材を創出し、増大させる。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町空家対策計画の改訂

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　空き家情報の効率的な管理と情報提供の強化を目指し、GISを用いた空き家データの地図化、空き家データ
ベースの構築、空き家バンクのシステム化による機能強化の活用をする。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　長和町空家等対策計画の改訂のため、令和7年度は事前調査（現地調査）を行い、今後は空家所有者に空家等
実態調査アンケートを行う。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　長和町空き家等の適正管理に関する条例に基づき、空き家対策協議会などの関係する諸機関などとの連携を
密にし、長和町空家対策計画の改訂を実施する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　空き家を地域資源として活用し、長和町の活性化を目指し、空き家を増加させないための適正な管理を促す
とともに、移住や定住を促進するための空き家バンクなどを活用し、関係人口を増やすことで、地域を支える
人材を創出し、増大させる。

60件
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

Ｒ7年度事業費 5,500 千円 主な支出内容 空き家等実態調査委託料

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊令和７年７月１３日に行った第１０回空家対策協議会において、１件再度の助言・指導を行った。
　もう１件は、新たに特定空家に認定されたことによる、助言・指導を行った。

＊和田久保区の空家は空き家対策協議会にて略式代執行を行うことが決定し、除却事務を進めているところである。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　再度の助言・指導をした1件については、次の対応策にあたる勧告を視野に入れ、空き家対策協議会に諮っていく。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-5　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

介護予防教室の延参加者数 1,580人 （年間） 591人

減塩事業実施率 100%
（Ｒ11年時
点：維持）

36.4%

要支援・要介護認定率 19%
（Ｒ11年時
点）

20%

後期高齢者健診受診率 30% （年間） 14.1%

筋肉量測定勧奨率 100%
（Ｒ11年時
点：維持）

100%

一体的実施ハイリスク者介入率 100%
（Ｒ11年時
点：維持）

26.9%

運動関係生涯学習教室周知率 100% （年間） 100%

特定健診受診率 60% （年間）

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名
・生活習慣病予防　・重症化予防　・運動関係生涯学習教室開催の情報発信の強化　・健診受診率向上のための情報発信の強
化　・依田窪病院と連携した事業の実施　・高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　健診受診者が継続して健診を受診し、生活習慣病予防また重症化を予防することができるよう、健診につい
て周知していく。未受診者に健診の受診勧奨を行い、生活習慣病予防、重症化予防、疾病の早期発見・早期治
療に取り組む。
　生涯学習教室の開催や筋肉量測定の実施、減塩事業を行い、若い時期から運動や食生活に関心を持つ町民の
増加を目指す。
　多くの方に体を動かす機会を提案し、体を動かす楽しさと大切さを知ってもらうため、無理なく楽しみなが
ら体を動かすことができる機会を企画し周知をするとともに、実施していく。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 町民一人一人が自分らしく健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、健康増進計画に基づき、町民の健
康づくりを進めます。また、ライフステージに応じた健康増進の取り組みを推進するにあたり、庁内関係課と連携を図
り、健康増進事業を展開します。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

Ⅱ度高血圧以上の者の割合の減少 5％以下
（Ｒ11年時
点）

5.5%

22.0%

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（エ）健康長寿のまちづくりと生活を支える仕組みの充
実

事業担当課・
係

保健福祉課　健康づくり係
保健福祉課　介護高齢者支援
係
教育課　社会教育係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-5
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主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 15,895 千円 主な支出内容
町民ドック委託料　地区特定健診委託料　筋肉量測定に伴う理学療法士委託料
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業人件費
講師謝礼、指導員報酬、保険料等

主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

＊若い時期から自分の健康に関心を持つことができるよう、各事業の周知を行い、訪問や電話等で健診の受診
勧奨を実施してきた。また、転入者にも町の健診体制について知っていただけるよう、転入時に窓口で健診の
ご案内のチラシを配布するとともに、ホームページやNナビ等へも健診について掲載している。
＊町民運動会の別企画として「てくてくウォークDE体力測定」などのスポーツイベントを実施。
＊町民ハイキングは、勾配の少ない個所を選定し体力に自身のない方でも参加できるよう企画し実施。
＊生涯学習講座については、体に負担をかけすぎず楽しく体を動かす教室を開催。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 一般介護予防事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　介護予防教室（元気アップ教室、はつらつ運動教室、認知症予防教室、リハビリ専門職派遣事業）等を実施
し、住民の介護予防意識啓発に取り組む。事業を周知し住民の参加を促すとともに、継続参加しやすい教室運
営を行う。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

＊ホームページを見直し、教室の情報が見やすくなるよう整理した。
＊通いの場での体力テストを継続実施し、自身の体力に意識を向け、予防活動につながるよう啓発を行ってい
る。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果
地方創生への効果及び今後の取り組み方針

取り組み事業③　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①ライフステージに合わせて健診や事業を周知し、若い時から自分の健康に関心を持つことができるよう働きかけていく。
②広報やホームページによる周知に加え、通いの場や高齢者訪問などで教室の情報提供をして新規参加者が増えるよう働きかけを
行う。
③イベント周知の強化に加え、企画したスポーツの楽しさや魅力も配信できるよう取り組みを行う。
④町民ハイキングは体力に自身のない方も参加できる場所の選定は継続し、行きたい場所等のニーズを把握し実施できる取り組み
を行う。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①健診の受診勧奨をしているものの、継続受診につながりにくい。毎年の健診受診の重要性等を周知し、疾病の早期発見や重症化
予防に取り組んでいる。
②元気アップ教室は、参加者が後期高齢者中心で、教室参加者の高齢化が進んでいることにより、参加者が減少しつつある地区が
ある。会場までの送迎など個々に丁寧に対応し、参加したい住民が安心して参加できる体制を整えている。
　町民運動会の別企画は、ニュースポーツの体験など新しいスポーツへの興味をもつ良い機会となっているが、参加者が予想より
集まらないことが課題となっている、イベントの周知の強化のほかニーズの把握などスポーツ推進委員を中心に企画運営を図って
いる。
　町民ハイキングは、体力に自身のない方も参加できる場所選びをしつつ、景勝の良い場所など参加者が興味をもつ箇所の選定を
している。

Ｒ7年度事業費 3,593 千円 主な支出内容 委託料（長和町社会福祉協議会、依田窪病院）、講師謝礼、保険料等

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-6　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

204件

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　ボランティアの活動状況や活動内容を広報に記載し、広くボランティア活動について知ってもらい、ボラン
ティアの募集を行う。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 支え合いサポート事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　ボランティアの活動状況や活動内容を広報に記載し、広くボランティア活動について知ってもらい、ボラン
ティアの募集を行う。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　生活の軽易な困りごとの解消として、高齢者や障がい者に支え合いサポートの周知を行っている。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　支え合いサポート（外出支援、家事支援、子育て支援、その他）事業については、変化する生活課題に合っ
た支援を行い、その支援を行うボランティアの育成、養成を行う。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

② 支え合いサポート事業を充実させ、生活課題の解決に取り組むと同時に、活動を支えるボランティアの育成を図り
ます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

支え合いサポート事業利用件数 500件 （年間）

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（エ）健康長寿のまちづくりと生活を支える仕組みの充
実

事業担当課・
係

保健福祉課　福祉係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-6

社会福祉協議会ボランティア登録人数 350人
（Ｒ11年時
点）

320人
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

委員から
の意見

◇ボランティアの増員等の検討はいつまでに行うのか。
　＊具体的な時期はないが、社会福祉協議会との間では、ボランティア人数を増やしていかなくてはいけないという共通認
識があるので、宣伝周知に力を入れていきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　外出支援の維持継続について、社会福祉協議会と協議し、ボランティアの増員方法など検討を行う。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　高齢化による運転免許証の返納等により、外出支援の需要は伸びている。しかし、外出支援を行えるボランティアは減ってお
り、ボランティアの増員、育成が課題となっている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

Ｒ7年度事業費 5,222 千円 主な支出内容 社会福祉協議会委託料（職員人件費等事務費）
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-7　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（エ）健康長寿のまちづくりと生活を支える仕組みの充
実

事業担当課・
係

保健福祉課　介護高齢者支援係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-7

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

③ 住民主体の通いの場活動を推進することにより、住民がお互いに気にかけ合い支え合える地域づくりを目指しま
す。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

通いの場の箇所数 39箇所
（Ｒ11年時
点）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 地域通いの場活動の推進

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

＊通いの場代表者を対象とした「我がこと地域支え合い講座」を６月に２回開催した。通いの場代表者が、活
動の意義をより理解したり活動がしやすくなるよう、ボランティア活動の健康効果や通いの場で実施する企画
アイデアなどを伝えた。
＊通いの場のうち、参加者の高齢化が進み縮小化しつつある通いの場への支援を検討している。どのような支
援ニーズがあるか、生活支援コーディネーターが地域を訪問し情報収集を行った。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　住民主体の通いの場が新たに開設されたり、既存の通いの場が継続できるよう、生活支援コーディネーター
と連携して活動を支援する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 5,355 千円 主な支出内容 長和町社会福祉協議会委託料

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

37箇所

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-7　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

＊我がこと地域支え合い講座は、２６人が参加され、おおむね好評だった。
＊縮小化しつつある通いの場の地域に生活支援コーディネーターが入り、高齢者宅を訪問し地域の状況や高齢者の思いなどを把握
しつつある。それらの情報を生活支援コーディネーターとリハビリ専門職、町担当者が共有し、支援内容を検討している。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

＊住民を対象に、介護予防ボランティア養成を目的とした「我がこと地域支え合い講座」を１０月に開催する。
＊今年度内に、参加者の高齢化で縮小化しつつある通いの場への支援を行う。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-8　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

レジカウント人数（和田宿ＳＴ） 61,000人
（Ｒ11年時
点）

53,686人
（9月末時点）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

107,033人
（9月末時点）

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町道の駅エリア再整備による地域農業・地域産業活性化事業による地域振興

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　開設から５年が経過し、来場者や売上高は頭打ちになりつつあるとされているが、実施主体であり指定管理
者の株式会社マルメロエイトの経営努力によって、非常に好調な集客・売り上げが維持されている状況にあ
る。地域の核となる拠点として、引き続き、地域振興・活性化施策の推進に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　指定管理者の株式会社マルメロエイト、出荷者組合事務局のＪＡ信州うえだ、関係者一丸となって農業振興
に資する施策を展開し、農業生産の拡大・農業所得の向上・地域活性化を目指す。
　併せて、地域の核となる拠点として、引き続き、地域振興・観光誘客等に取り組む。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 観光客をはじめ大勢の人が集う「道の駅マルメロの駅ながと」、「和田宿ステーション」を地域の拠点として、魅
力の向上に取り組みます。マルメロの駅ながとにおいては、大型農畜産物直売所を核とした複合施設を活用し、直売
所、体験農場、レンタルオフィス、チャレンジショップの各事業を展開することにより、農業をはじめとした地域産業
の活性化、都市農村交流の活発化、利用者のニーズを考慮した買い物の利便性の向上、情報発信、地産地消の推進等、
様々な角度からの地域振興に取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

レジカウント人数（マルシェ黒耀） 174,500人
（Ｒ11年時
点）

売上高（マルシェ黒曜） 290,000千円
（Ｒ11年時
点）

199,740千
円

（9月末時点）

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（オ）道の駅マルメロの駅ながと、和田宿ステーションの
魅力向上

事業担当課・
係

産業建設課　農政係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-8
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-8　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 5,569 千円 主な支出内容 光熱水費、指定管理料等

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和４年度に道の駅化を目指しトイレ改修、駐車場舗装、情報休憩コーナー・授乳室新設等の整備工事を実
施中。道の駅の認定を受け、令和５年９月２３日から道の駅和田宿ステーションとして供用開始となった。道
の駅化に伴う大規模改修が完了し、地域の核となる拠点として、引き続き、地域振興に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　道の駅化に伴う大規模改修はひと段落した状況であるが、情報発信やＰＲ等を通じて、地域の核となる拠点
として、地域振興・観光誘客等に取り組む。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 和田宿ステーションの魅力向上

Ｒ7年度事業費 31,236 千円 主な支出内容 道の駅直売施設運営事業（指定管理料等）、道の駅活性化推進事業

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

①地方創生推進事業は令和３年度で終了したが、実施主体であり指定管理者の株式会社マルメロエイトにおいて地域の核となる拠
点として様々な取り組みやサービス向上に取り組んでいる。売上げは目標以上の成果を上げており順調に推移しているものの、経
費も増加傾向にあるため、健全な運営体制が維持できるよう、経営面で総合的な見直し・改善が図られるよう、引き続き、協議し
ていきたい。

②指定管理者の和田宿ステーション観光農林業振興組合において地域の核となる拠点として様々な取り組みやサービス向上に取り
組んでいる。生産者の高齢化や減少・冬場や気象条件による出荷状況の変動で出荷物の安定確保等に苦慮している状況があること
から、諸課題の解決に繋がるよう、直売施設の関係者と情報交換や連携を図る。
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-8　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇和田宿ステーションについては指定管理料について記載があるが、マルシェ黒耀については記載がない。
　＊マルシェ黒耀についても記載する。⇒支出内容欄修正
◇関係人口について盛り込んだ方が良いのではないか。
　＊イベントの開催が難しいという現状があるため、ＫＰＩに落とし込むことが困難であるが、実施したイベントではＰＲ
を行ったりしているので、今後もどのように展開していくか検討していきたい。
◇道の駅の魅力向上のひとつとしてドッグランの設置を盛り込んでもらえないか。
　＊長門の道の駅は設置は難しい。和田の道の駅は関係者と協議していきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①開設から５年が経過し、来場者や売上高は頭打ちになりつつあるとされているが、実施主体であり指定管理者の（株）マルメロ
エイトの経営努力によって、非常に好調な集客・売り上げが維持されている状況にある。地域の核となる拠点として、引き続き、
地域振興・活性化施策の推進に取り組む。ＰＯＳレジやカメラソリューションのシステムについては、耐用年数等の状況や施設の
活性化への取り組みを踏まえ、今後、活用のあり方を再検討を要する。

②地方創生・地域観光・交流を活性化する拠点として、引き続き、認知度や魅力の向上に繋がる取り組みを推進する。開駅を契機
として、開設当初からご利用を頂いている皆様、道の駅として新たに訪れる皆様にも、末永く愛され、輝き続ける施設となるよ
う、積極的に情報発信やＰＲ等を行い、元気のある道の駅として、更なる魅力の向上を図る。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-9　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

　令和６年より「ヒメキリゾートフェスティバル」を開催し、姫木平別荘地の新規契約促進を目的として実施
した。イベントを通じ、地域の魅力発信と別荘地利用の活性化を図った。
　空別荘対策として、リノベーション別荘を活用し、引き続き「オーナー体験」を実施した。これにより、空
別荘の再生と新たな利用者獲得を進めた。

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 長和町別荘地マスタープラン策定内容に沿った各施策の実施

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　令和６年より「ヒメキリゾートフェスティバル」を開催し、姫木平別荘地の新規契約促進を目的として実施
した。イベントを通じ、地域の魅力発信と別荘地利用の活性化を図った。
　リモートワーク環境や災害時の情報伝達に対応するため、地域ネットワーク「ゆいねっと」の引き込み料金
補助を実施した。これにより、利用者の負担軽減を図り、情報インフラの整備を促進した。
　空別荘対策として、リノベーション別荘を活用し、引き続き「オーナー体験」を実施した。これにより、空
別荘の再生と新たな利用者獲得を進めた。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　マスタープラン3.3.1『新たな需要開拓と魅力付け」に従い、他事業での別荘地のPR活動を進める。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 開発から50年が経過し、契約者の高齢化、解約が進む中、策定した別荘マスタープランに沿って、時代に合った別
荘地の運営に努めます。また、新規契約者の需要開拓を進めるとともに、長和町の別荘地の魅力を発信し、移住推進を
図ります。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

別荘地への転入者数 50人

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

38人

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（カ）時代に合った別荘地づくり
事業担当課・

係
産業建設課　別荘係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-9
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-9　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　各別荘地のイベント開催に合わせ、別荘販売相談および移住相談ブースを設置した。これにより、来場者と
の直接的な対話を通じて新規契約の促進と販路の拡大を図った。
　ヒメキリゾートフェスティバルおよびリノベーション別荘の魅力を広く発信するため、インスタグラムを活
用した広告・情報発信を行った。これにより、若年層や広域からの関心を高める効果が見られた。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　販路拡大のため、連携いただける事業者の発掘と、情報発信ツールの見直しを行う。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業②　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 別荘地関係の情報発信の充実

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　継続的に、イベントを開催するとともに、空別荘の再生と新規利用者の開拓を進めたい。

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　長和町別荘地マスタープラン策定内容に沿った各施策の実施の事業は、、ヒメキリゾートフェスティバルの開催により、地域の
魅力を発信、「ゆいねっと」引き込み料金補助により、リモートワークや災害時対応を見据えた情報インフラ整備が進んだ。
リノベーション別荘を活用したオーナー体験事業を継続したことで、空別荘の再生と新規利用者獲得の仕組みを構築できた。

　別荘地関係の情報発信の充実事業は、ヒメキリゾートフェスティバルの開催により、地域の魅力を発信するとともに、別荘販売
相談や移住相談ブースの設置を通じて来場者との直接的な接点を増やし、新規契約の促進につながった。
また、インスタグラムを活用した広告発信により、広域かつ若年層への訴求が進み、情報の拡散と関心層の拡大に寄与した。

　総じて、イベント・広報・空別荘再生の各取組が相互に作用し、地域の魅力発信と契約促進の好循環を生み出したことが、KPI達
成の主要因と考えられる。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-9　デジ田効果検証資料

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇町全体の移住施策は非常に重要で、別荘地への転入が大きなウェイトを占めてくると考える。
　姫木のことのみ記載されているが、その他別荘地の取組状況はどうなっているのか。
　また、姫木についても、古い物件の取り壊しが進み、中古物件として売りに出ているものが少なくなっている。今後の方
針について。
　＊学者村を含む町直営別荘地について、各種イベントの実施がなかなかできない現状があるため、周知する方法にも苦慮
している。学者村は８月に交流会が開催され、移住のブースを設置しＰＲを行った。
　　経営委員会を開催し、姫木と同様に古い家屋の撤去や解体を進めている。
　＊姫木について、荒廃した別荘地解消を目的に古い物件の取り壊しが行われ、更地になることもあるが、これは環境改善
として好ましいと考えている。新たなオーナーに向けて、姫木平の情報を広く知っていただくため各種イベントを実施し、
新規の来訪者・顧客獲得に向けた取組みを行っている。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

③地方創生に効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-10　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（キ）ふるさと納税制度の活用
事業担当課・

係
ふるさと納税特別任務室

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-10

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① ふるさと納税・ガバメントクラウドファンディング（ふるさと納税型クラウドファンディング）のＰＲを積極的に
行い、寄附金額の増額を目指すとともに、寄附された資金をもとに地域課題の解決や返礼品による地域経済の活性化に
取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

ふるさと納税寄附額 100,000千円

（Ｒ7年～
Ｒ11年の5
年間累
計）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　庁内の関係する担当や諸機関などと連携を深め、各種データの分析やデジタルを利活用してどのような取り
組みができるのかどうか研究・検討を始めている。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 ふるさと納税事業

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　既存ふるさと納税返礼品を充実したものとするため、各商品のブラッシュアップを依頼すると共に、新たな
返礼事業者と返礼商品の拡大・掘り起こしに努めた。また、より多くの可能性を模索するため、間口の拡大を
目指しての中間事業者の増加にも努めている。また、地域の伝統行事に係るＧＣＦについても実施する方向で
取り組んでいる。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　厳しい財政状況下に於いて財源の確保が喫緊の課題となっている中で、ふるさと納税制度の趣旨を十分踏ま
えつつ、創意工夫によりふるさと納税の増収に繋がるような取り組みを積極的に推進する。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　上記デジタルの利活用と併せて、地域の活性化や人口減少などの課題の解決を図るため、関係人口の創出や
増大を目指して、連携・連帯した効果的で効率的な取り組みについても実施に向け研究をしている。

Ｒ7年度事業費 34,041 千円 主な支出内容
支援業務委託料　11,557千円、システム使用料　1,484千円、ふるさと納税基金積立金
21,000千円

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

8,032

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-10　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　令和６年度のふるさと納税の利用状況は、延べ441人から合計12,961,500円の寄付があり全額をふるさと納税基金へ積立した。ま
た、基金より12,947千円の繰入を行い、ふるさと納税活用事業への財源充当をした。前年度からは356千円の減となった。
　魅力ある返礼品を作るため、新商品開発を積極的に進めるとともに、ホームページの改良や新たな中間事業者の参入により間口
を広げる取り組みをしていきたい。また、複数の価格帯を取り揃えたセットメニューの充実や体験メニュー等の役務の提供、割引
チケット商品開発、事業者の協力による目玉商品のピックアップなどの研究と、より多くの方に見ていただけるようサイトとなる
よう研究・検討していきたいと考えている。特に体験メニューや宿泊補助券などは、当町に足を運んでいただけることにもなるた
め、地域活性化や交流人口の増大などの波及効果へより大きなメリットがあることが想定されるため、十分に検証を重ねたうえで
実施していきたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

①庁内においてプロジェクトチームを編成し情報の共有と連携を図り、より魅力的なふるさと納税返礼品の開発や協力事業者の新
規開拓、既存の返礼品のブラッシュアップによる豊富なラインアップやチケット商品や体験商品の追加、また「さとふる」や「ア
ソビュー」など新規掲載サイトの研究・検討による開拓など、間口を広げ広告や周知を積極的に実施していく。
②事業者の協力を得ながら時季に合わせたオリジナル商品の開発や広告、宣伝などにより、町のＰＲはもとより誘客にも繋げなが
ら関係人口の創出などあらゆる面での地域の活性化などへの波及効果も狙いたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

①地方創生に非常に効果的であった。 ①事業の展開の将来性が高いので強化して実施
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-11　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（ク）コミュニティ施設を活用した地域共生社会の実現と
ＳＤＧｓの実践

事業担当課・
係

教育課　社会教育係
（保健福祉課　福祉係）

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-11

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 地域共生社会実現のためのコミュニティ施設整備事業として「古町コミュニティ施設」を整備し、令和４年度から
施設利用を開始しました。コミュニティカフェ等を備えたコミュニティ施設として運用が開始され、徐々に周知され利
用が増えてきています。運営する社会福祉法人及び併設の障がい者支援施設との連携をさらに深めながら、全世代を対
象とした健康増進事業、周辺地域の学校とも連携した福祉教育実践のための拠点づくりを目指すことにより、地域共生
社会の実現及びSDGｓ（「持続可能な開発目標」）を図ります。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

コミュニティ施設利用者数 5,000人
（年間：維
持）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 古町コミュニティ施設の運営・山の子学園との連携

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　地域共生社会の実現とＳＤＧｓの実践のため、従来の公民館的機能に加えワーキングスペースを備えたこと
から、運営する社会福祉法人及び併設の障がい者支援施設と連携し、障がい者雇用の創出と地域住民との交流
拡大、健康増進事業等にる活用を図ってきた。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　生涯学習講座　アロマハーブティーホロスピラティス、ピラティス講座等の開催。
　地域住民と合同での、防災訓練の実施。
　地域住民との交流事業、健康増進事業等の実施。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 2,190 千円 主な支出内容 コミュニティ施設維持管理経費（指定管理料）

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

5,936人

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-11　デジ田効果検証資料

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　コミュニティ施設として地域の方に認識され利用者が増えたことにより、障がい者雇用の創出にもつながった、山の子学園側と
も今後も協議を続け、利用者のニーズを勘案した施設運営を続ける必要がある。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

◇障がい者だけでなく、子どもや高齢者なども含めた、枠を設けないイベント等をぜひ実施してほしい。
　＊どのようなものが実現できるか協議していきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　運営する社会福祉法人及び併設の障がい者支援施設との連携をさらに深め、地域住民との交流拡大イベント、健康増進事業等や
生涯学習講座を継続し、地域共生社会の実現を図ります。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

②地方創生に相当程度効果があった。 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

- 104 -



01　【協議会後】R7中間　整理番号4-12　デジ田効果検証資料

１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（ケ）旧和田中学校を活用した地域住民の健幸増進と
新たな活力の創出

事業担当課・
係

産業建設課　商工観光係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-12

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 平成２９年３月に閉校した旧和田中学校を「スポーツを通じた健康増進」「地域住民の憩い」「子供の遊び場・学
び場」「新たな起業の応援」を目的とした複合施設に整備し、地域の新たな拠点として、町の魅力向上に取り組みま
す。旧校舎内にトレーニングジムやリハビリ等にも活用できる運動設備を設置、町民がボルダリングなど新たな健康増
進や様々な運動に接する機会を設けます。またコインランドリーや多目的スタジオなど、生活や文化の発展に繋がる設
備を有することで、多くの町民が集い、様々な活用方法を創出する施設を目指しながら、コワーキングスペース、レン
タルオフィスなど町内で起業する方や様々な企業を応援しながら移住定住や関係人口の増加へ向けた施設とし地域振興
に取り組みます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

複合施設利用者数 10,000人 （年間）

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

　地域の新たな拠点として、町の魅力向上に取り組みを紹介することで、近隣市町村また首都圏等からの移住
交流の「窓口」としても活用したい。

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名
・旧和田中学校を改修した複合施設の運営　・和田地区エリア再整備による地域活性化事業による地域振興　・旧和田中学校校
庭へトラックレーン・芝生公園、遊具公園の設置　・校舎を「スポーツ」「文化」「学び」をテーマにした施設への改修と運営

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

　旧和田中学校を「スポーツを通じた健康増進」「地域住民の憩い」「子供の遊び場・学び場」「新たな起業
の応援」を目的とした複合施設に整備することを、広くホームページやＳＮＳを活用し広報したい。

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　現在、当該施設の「概算設計」を依頼している段階である。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　平成２９年３月に閉校した旧和田中学校を「スポーツを通じた健康増進」「地域住民の憩い」「子供の遊び
場・学び場」「新たな起業の応援」を目的とした複合施設に整備し、地域の新たな拠点として、町の魅力向上
に取り組むために、現在、当該施設の「概算設計」を実施している段階である。概算設計終了後、長和町ス
ポーツコミッションを中心とした関係する皆様の「法人化」を検討するとともに、拠点整備交付金の申請に向
け準備を進めていく。

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容 当該施設の「概算設計」を依頼している段階である。

主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

0人

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円
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01　【協議会後】R7中間　整理番号4-12　デジ田効果検証資料

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　当該施設の「概算設計」を「たたき台」とし、町民をはじめ様々な皆様からの意見を取り入れながら「地域の新たな拠点」とし
て、町の魅力向上に向けた取り組みを行うための準備を進めたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

委員から
の意見

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　当該施設の「概算設計」を「たたき台」とし、町民をはじめ様々な皆様からの意見を取り入れながら「地域の新たな拠点」とし
て、町の魅力向上に向けた取り組みを行うための準備を進めたい。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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１　これまでの取り組み経過及び自己評価

重要業績評価指標（KPI)の内容と令和11年度目標値・各年度実績値

上記KPI達成のために取り組んだ事業

０件

Ｒ11年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ10年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ8年度事業費 千円 主な支出内容

Ｒ9年度事業費 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

Ｒ7年度事業費 0 千円 主な支出内容

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

上記方向性の内、
「関係人口の創
出・増大」に係る内
容

取り組み事業①　（事業名、事業内容、事業費・主な支出内容）

事業名 公共施設等への再生可能エネルギー設備の導入

5年間の取り組みの
方向性（取り組み内
容）

総合戦略開始時点
からこれまでの取り
組み内容

　屋根設置型の公共施設管理者と導入意向のヒアリングを行った。

上記方向性の内、
「デジタル活用・実
装」に係る内容

　公共施設に1箇所設置する。

【Ｒ11目標値が「施策の実施」等、数値目標が明確でない場合の各年度の具体的な取り組み目標及び成果】

総合戦略記載
内容

① 地球温暖化の原因となっている二酸化炭素の排出量を抑制し、脱炭素化社会の実現や二酸化炭素排出量の実質ゼロ
（カーボンニュートラル）の推進により、長和町の美しい自然環境や町民の持続可能なくらしを保全し、後世に残して
いくための取組みを進めていきます。地域におけるエネルギーの安定供給、温室効果ガス排出削減、地域のエネルギー
資源の活用など、自然と人とが共存できる循環型社会を目指すための調査・研究を進めます。

指標 Ｒ11目標値 （考え方） Ｒ7実績 Ｒ8実績 Ｒ9実績 Ｒ10実績 Ｒ11実績

再生可能エネルギーの活用事業数 6件
（Ｒ11年時
点）

基本目標
及び主な施策

基本目標４　（コ）自然環境の保全と脱炭素化の推進
事業担当課・

係
住民生活課　環境温暖化対策係

「長和町デジタル田園都市国家構想総合戦略」　事業効果検証資料

資料種別 Ｒ7中間用 整理番号 4-13
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上記の取り組みに対する総合的な所見（事業の効果、各事業の取り組みの中で見えてきた課題、課題の改善策）

ＫＰＩ達成状況や取り組み事業を踏まえた地方創生への効果及び今後の取り組み方針（自己評価）

２　地方創生推進協議会による効果検証結果

地方創生への効果及び今後の取り組み方針

委員から
の意見

◇公共施設への１箇所の設置では、政府の目標は達成できない内容かと思うが。
　＊政府が求めるものを実現させることは難しいが、町として可能な範囲で脱炭素に向けて取組みを進めていきたい。

今後の取り組み内容：今後の取り組み内容（事業計画）を改善の方向性も踏まえて記載

　ヒアリング時に、今後の実施計画に挙げるよう依頼した。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施

総合的な所見【事業の効果、課題、改善策：KPIの達成ができた場合はその要因、未達成の場合にはその理由を含めて】

　公共施設への太陽光発電設備導入に向け、各施設管理者（関係部局）に対し、導入の必要性、課題、意向等についてヒアリング
を実施。
ヒアリングの結果、予算の制約等により、初期導入費用の確保が難しいなど多くの意見が見られた。
　環境部局は脱炭素化推進の観点から積極的な導入を求めている一方で、各公共施設管理者の間では、費用対効果や維持管理体制
に関して慎重な姿勢が見られた。また、脱炭素化の推進および電気料金削減等、導入による効果や必要性について説明を実施した
が、考え方に温度差がある状況が確認された。

地方創生への効果 今後の取り組み方針

⑤未実施 ②事業を現行（計画）どおり継続して実施
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